
2.3 開発進捗

2.3.1 全球数値予報システムの鉛直層増強、地表面
解析高度化

2.3.1.1 はじめに
第 2.2.6項で示した通り、気象庁では、スーパーコン
ピュータシステムの更新とともに、全球数値予報システ
ムの分解能の増強や計算手法の精緻化などの改良を通
して予測精度の向上を進めてきた。平成 30年 6月 5日
より運用を開始した第 10世代スーパーコンピュータシ
ステムにおいてもその計算機能力向上を活用し、鉛直、
水平解像度の増強や物理過程の精緻化等を通じた全球
モデル (GSM)の改良を行う計画である (本田 2018)。
2020年度（令和 2年度）末の全球数値予報システムの
更新では、GSM の鉛直層数の現行（2020 年 12 月時
点）の 100層から 128層への増強と、地表面解析の高
度化を計画している。
数値予報モデルの鉛直層数の増強は、鉛直離散化誤
差の減少 (氏家 2019)や鉛直スケールの小さい現象の
表現 (Bauer et al. 2013; Vosper 2015など) を通じた
大気の表現能力の向上に資する。さらに、大気の表現
能力向上は、データ同化サイクルにおいて、観測値と
第一推定値との整合性向上をもたらす。鉛直層増強で
は、これらを通じた全体的な予測精度向上を狙う。
積雪深、土壌水分といった陸面関連の初期値は、下
部境界の変化を通じて、大気下層の気象要素や大気の
循環場の予測に影響を与える（Drusch et al. 2004; 草
開 2015; de Rosnay 2017 など）。地表面解析の高度化
においては、積雪深、土壌水分初期値について、日々
の観測データや予測値の情報を適切に反映させること
で、下層大気を中心とした予測精度向上を狙う。
本稿では、全球数値予報システムの鉛直層増強及び
地表面解析（積雪深、土壌水分）高度化に向けた開発
状況について報告する。特に、それぞれの開発におい
て、衛星観測と第一推定値の整合性向上、北半球の予
測精度向上といった、期待された効果が得られたこと
について示す。

2.3.1.2 全球モデルの鉛直層増強
(1) 128層 GSMの鉛直層配置
鉛直層数を 100層から 128層に増強するにあたり、
予測対象や力学過程及び物理過程の定式化の前提等を
踏まえ、最上層、最下層高度と鉛直層の配置を検討し
た。その結果、鉛直層の 128層への増強では、モデル
最上層及び最下層の高度は現行と同程度に保ちつつ、
大気全体にわたり概ね均等に高解像度化することとし
た。以下では、鉛直層数を 100層、128層にしたGSM

をそれぞれ、「100層 GSM」、「128層 GSM」と呼ぶ。

モデル最上層： 2020年 12月現在の GSMのモデル
最上層は 0.01 hPa（高度約 80 km）であり、中間圏界

面付近にあたる。近年の先進的な現業全球モデルにお
いても、高度約 70∼80 kmにモデル最上層を置く傾向
にある (Walters et al. 2017; Ehard et al. 2018など)。
これは、上部境界の影響が、GSMを含む現業全球モデ
ルの主な予測対象である対流圏・成層圏になるべく及
ばないようにすることに由来する。現行のGSMでは、
上部境界が対流圏・成層圏の予測に深刻な悪影響を与
えている事例は見当たらないことから、モデル最上層
は 0.01 hPaのままとする。

モデル最下層： 最下層高度の設定は、物理過程や地
上物理量診断等に強く影響する。現在の GSMの最下
層高度は約 8.4 mであり1、 MSM（約 10 m）等と比
べてやや低めに設定されている。モデル最下層を更に
下げすぎると、接地境界層スキームが良く検証されて
いる範囲を超えたり、陸面モデルにおける仮定（モデ
ル最下層高度が植生の高さより高いこと等）が成り立
たなくなる等の問題が生じる。このため、128層GSM

のモデル最下層高度は、100層 GSMのそれと同程度
になるように設定した。

鉛直層の配分： 現業数値予報モデルの改良において
は、多様な事例に対して、総合的な予測性能を向上さ
せることが求められる。また、台風予測、日々の天気
等 GSMの予測対象に関わる大気現象やそれらを表現
する物理過程は、海面過程、境界層、雲、積雲等、地表
面から大気の上層まで鉛直方向に広い範囲に渡る。こ
れらの点を考慮し、128層GSMでは、100層GSMに
対して、大気全体にわたり均等に高分解能化させるこ
ととした。128層 GSMの鉛直層配置の具体的な計算
は、100層 GSMと同様、Kawai et al. (2013)による
手法を用いた。この手法では、指定する層番号とその
層での気圧、及び地表面気圧に沿った座標から気圧座
標へ遷移する気圧、といった情報を入力し、鉛直方向
に滑らかに分布する層配置を自動的に計算する。気圧
座標に完全に遷移する気圧は、128層GSMでは、100

層 GSMと同様 60 hPaとした。

上記の点を考慮し作成した 128層 GSMの鉛直層配
置について、100層GSMと比較したものを図 2.3.1に
示す。大気全体に渡り高分解能化されているほか、モデ
ル最上層、最下層の高度は 128層GSMと 100層GSM

ではほぼ同じになっていることがわかる。128層GSM

の対流圏、成層圏における層数を 100層 GSMと比較
した表を 表 2.3.1に示す。対流圏から成層圏にかけて、
概ね 1.2倍 ∼1.3倍程度層数が増加している。0.1 hPa

からモデル最上層までに 4層確保している点は 100層
GSMと同様である。

1 300 Kの等温大気の場合。
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図 2.3.1 (a)100層GSM（左半分）と 128層GSM（右半分）
の鉛直層配置。縦軸は気圧 [hPa]。点線は層を代表する気
温や水平風等の物理量が定義されるフルレベルを示し、10
層毎に太線で表示している。(b)(a)と同じ。ただし、地上
気圧は 1000 hPa で、地上から 950 hPa までを拡大した
もの。

表 2.3.1 地上気圧を 1000 hPa としたときの 100 層 GSM
と 128層 GSMにおけるフルレベル層数の比較。

128層 GSM 100層 GSM

1000–850 hPa 21 16

850–200 hPa 44 33

200–70 hPa 19 14

70–10 hPa 24 19

10–1 hPa 10 9

1–0.1 hPa 6 5

0.1–0.01 hPa 4 4

(2) 鉛直層増強に伴う力学過程の設定
鉛直層を 128層に増強するにあたり、モデル最上端
からの重力波の反射を減衰させる、いわゆる「スポン
ジ層」や積分時間間隔といった力学過程に関わる設定
を、氏家 (2019)で示した各種数値実験等を通じて検討
した。その結果、128層GSMでは、100層GSMと同
様、スポンジ層として 30 hPaより上層で水平発散に
対して 2次の水平拡散を適用、積分時間間隔は 400 s

とした。これらの設定で、年間を通じて安定にモデル
が実行可能であることを確認した。

(3) 力学過程単体での性能評価
第 2.3.1.2小節 (1)で作成した鉛直層配置が、空間離
散化精度の向上を通じてモデルの表現能力を向上させ
ているかを確認するため、力学過程単体での性能評価
を行った。ここでは、厳密解の存在する、気圧傾度力
の数値誤差診断、Jablonowski and Williamson (2006)

の定常場維持実験の 2ケースの結果について示す。実
験設定の詳細は氏家 (2019)を参照されたい。

気圧傾度力の誤差診断： 等温位大気における気圧傾
度力が厳密に 0になることを利用して、気圧傾度力の
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図 2.3.2 地上気圧 1000 hPa、300 Kの等温位大気、地形の
水平勾配が (10 m)/(1 km)のもとでの気圧傾度力につい
て地衡風に換算したものの鉛直プロファイル [m/s]。地衡
風換算時にはコリオリパラメータ f =10−4 s−1 としてい
る。色はそれぞれ、青：100層 GSM、赤：128層 GSM、
緑：IFS。

数値誤差を定量化する。この診断では、ある 1地点に
おける標高の勾配、気圧、温位を外部から与え、気圧
傾度力の鉛直プロファイルを計算する。図 2.3.2に 100

層 GSM、128層 GSM、気圧傾度力について GSMと
同じ離散化を採用している欧州中期予報センターの全
球モデルである IFS(Integrated Forecast System、鉛
直 137層)の設定2での気圧傾度力を地衡風換算したも
のの鉛直プロファイルを示す。100層GSMに対して、
128層 GSMでは全層にわたって気圧傾度力を大きく
減少させている。また、128層GSMの気圧傾度力の離
散化誤差は、より鉛直層数の多い IFSのそれと比べて
もほぼ同程度である。

Jablonowski and Williamson (2006) の定常場維持実
験： この実験では、3次元大気における不安定（傾
圧不安定）な平衡状態にある初期場を与え、モデルが
どれだけその平衡解を維持できるかを確認する。モデ
ルの誤差は、初期場からの差で定量化できる。図 2.3.3

は、東西風の帯状平均場の l2誤差（全球平均のRMSE

に相当）の時系列を示したものである。鉛直層数の違
いによる誤差の違いが明瞭にあらわれており、128層
GSMは 100層 GSMに対して l2 誤差を約 4割程度減
少させている。

これらの理想実験から、128層 GSMは、空間離散
化誤差を 100層 GSMよりも減少させており、鉛直高
分解能化の効果を発揮できることが確かめられた。

2 https://www.ecmwf.int/en/forecasts/

documentation-and-support
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図 2.3.3 Jablonowski and Williamson (2006) の定常場維
持実験における、東西風速の帯状平均値の l2誤差 [m/s]の
時系列。実線の色の違いは、鉛直解像度の違いを表し、赤：
TL319L128、緑：TL319L100を表す。

(4) 解析予報サイクル実験による予測精度評価
128層 GSMの全球数値予報システムにおける予測
精度へのインパクトを確認するため、解析予報サイク
ル実験を実施した。対照実験には、2020年 3月時点の
全球数値予報システムを用いた。以下では、対照実験
を CNTL、CNTLに対して第 2.3.1.2小節 (1)で示し
た鉛直層配置を用いたものを TESTvresと呼ぶ。実験
は夏期実験として 2018年 8月、冬期実験として 2019

年 1月の 2期間を実施した。夏期実験と冬期実験で主
なインパクトは共通しているため、ここでは、冬期実
験の結果の主なインパクトのみ述べる。図 2.3.4にマイ
クロ波サウンダによる輝度温度に対する、観測値と第
一推定値の標準偏差の差や利用観測数の変化率を示す。
TESTvresでは、北半球ではAMSU-Aのチャネル 10-

チャネル 14といった、大気上層の気温に感度のあるセ
ンサについて、観測値と第一推定値の整合性向上が顕
著である。また、南北両半球で AMSU-Aのチャネル
4-チャネル 7といった大気下層に感度のあるセンサの
観測数が有意に増加している。熱帯では MHSのチャ
ネル 3-チャネル 5といった、水蒸気に感度のあるセン
サについて、第一推定値の観測に対する整合性向上や
利用観測数の増加が見られる。
解析場や予測場について、東部太平洋での下層雲量
がやや減少する他は大きな変化は見られず、モデルの
系統誤差特性等も大きな変化は見られなかった。下層
雲量の減少は層積雲スキーム (Kawai and Inoue 2006)

の発動頻度が減少したことに起因する。当該スキーム
は鉛直層数への感度が高いことが知られている。地表
面下向き短波放射等の増加等の影響は見られたが、予
測精度への影響は大きくなかった（図略）。予測精度に
ついては、多くの領域で中立または改善傾向が見られ
た。特に、北半球については、500 hPa高度、850 hPa

気温等の RMSE, CC, MEに有意な改善傾向が見られ
た（図略）。
これらのことから、GSMの鉛直層数の 128層への増

図 2.3.4 冬期実験におけるマイクロ波サウンダによる輝度温
度について、（左）観測値と第一推定値の差の TESTvres
のCNTLに対する変化率 [%]。負の値はTESTvresの方が
観測値と第一推定値の差が小さいことを表している。（右）
TESTvresで利用された観測数の CNTLに対する変化率
[%]。縦軸は気温サウンダであるAMSU-Aと水蒸気サウン
ダであるMHSのチャネル番号を示している。上段、中段、
下段の図はそれぞれ、北半球 ( 20 °N以北)、熱帯 ( 20 °S
– 20 °N)、南半球 ( 20 °S以南)域の結果を表す。

強は、離散化誤差減少や衛星観測との整合性向上を通
じて、全般的な予測精度向上に寄与していると考える。

2.3.1.3 地表面解析の高度化
地表面解析については、積雪深解析の高度化、土壌
水分初期値の高度化に向けた改良を進めている。
現行（2020年 12月時点）の全球数値システムの積
雪深初期値は、「全球積雪深解析」と呼ばれる解析シス
テムから作成している（中村 2009; JMA 2019）。現行
の全球積雪深解析では、積雪深の対気候値 (Foster and

Davy 1988)偏差を解析しており、前日の対気候値偏差
の 50%を第一推定値とし、最適内挿法を用いてSYNOP

による積雪深観測を同化する。定常的にSYNOPが得ら
れない地域では、気候値がほぼそのまま解析値となる。
現在の全球積雪深解析には以下のような問題点があ
ることがわかっており、予測精度やモデルの系統誤差
に影響している。

• 第一推定値の基となる気候値の作成時期が古く、品
質も現在の数値予報技術の水準で考えると低い。

• 積雪深観測が局所的に存在し、第一推定値が無積
雪である場合、その周囲で広く積雪が解析される
ことがある。

1点目に関して、特に、南半球の夏季にもアンデスや
ニュージーランドで不自然な積雪気候値が見られ、これ
らの地域では定常的に SYNOP観測が得られないため、
解析値にも常に不自然な積雪分布が残る。2点目は、解
析値における観測値の寄与を大きくしたり、誤差の空
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間相関を大きく設定していることの副作用として現れ
る。これらの設定は、観測値として使われる SYNOP

の空間分布が一様でないことや、第一推定値の基とな
る気候値が低品質である点を考慮していることに由来
する。
土壌水分の初期値に関して、現在は解析を行ってお
らず、オフライン陸面モデル3による予測から算出した
気候値を初期値としている (鍋谷ほか 2019)。このた
め、日々の気象条件の変化に伴う土壌水分量の変動を
表現できない。
本報告で述べる開発では、上記の課題解決を通じた
予測精度向上を目的として、積雪深解析における衛星
観測・GSM予測値を用いた第一推定値の高度化及び最
適内挿法の設定の見直し、土壌水分初期値における土
壌水分解析の導入等を行った。

(1) 積雪深解析の高度化
第一推定値作成手法の高度化： 積雪深解析に用いる
第一推定値として、GSMのモデル予測値を衛星観測
データから推定した積雪域で修正したものを利用する。
また、積雪深の対気候値偏差でなく、積雪深そのもの
を解析する。これらの変更により、品質の低い積雪深
気候値の影響を受けなくなるほか、積雪深の日々の変
化をより適切に反映させることが可能になる。
積雪域の推定には、極軌道衛星搭載マイクロ波イメー
ジャの 19 GHz及び 37 GHz周波数の輝度温度差を利用
して積雪域を判別する手法 (操野 2001)を採用する。こ
の手法では、積雪層内を通過するマイクロ波は周波数
が大きくなるほど散乱の影響を受けやすくなる特性を
利用する。衛星及びセンサとしては、DMSP-F17, F18

号搭載の SSMIS、GCOM-W搭載の AMSR-2を利用
する。3つの衛星で判定された積雪域データを合成する
ことで、ほぼ全球にわたって 1日の積雪域を推定する
ことが可能になる。以下では推定された積雪域を「衛
星積雪域」と呼ぶ。
図 2.3.5にモデル予測値と衛星積雪域を用いて第一推
定値を作成する処理の流れを示す。モデル予測値また
は衛星積雪域のいずれかで積雪が存在する格子は解析
対象格子とし、モデル予測値による積雪深または積雪
深 0 cmが第一推定値として与えられる。衛星積雪域を
用いてモデル予測値の積雪深を修正することで、より
現実に即した第一推定値が作成されるようになる。こ
れらの改良により第一推定値と観測値との整合性が上
がることで解析インクリメントが小さくなり、積雪域
の過度な広がりが抑制されるようになる。

解析本体における最適内挿法の設定の見直し： 第一
推定値の高度化にあわせて解析本体における最適内挿

3 大気モデルと切り離す代わりに、大気最下層の値を観測値
や解析値などで与え、陸面モデル単体で予測計算を行うモデ
ル

図 2.3.5 衛星積雪域とモデル予測値から第一推定値を作成
する処理の流れの概念図。

法の設定を見直し、現行設定よりも第一推定値をより
解析に反映させやすくするよう変更する。具体的には、
解析格子点と観測点間の距離の関数である空間誤差相
関について、遠方での相関が現設定よりも小さくなる
よう、関数の形をローレンツ形（aを係数、rを距離と
して (1 + ar2)−1に比例）から指数関数形へ変更する。
また、観測誤差の背景誤差に対する比を現設定の 0.3

から 0.7に大きくする。これらの変更により、観測デー
タの影響が遠方に広がりすぎることを抑制する。

地上観測の品質管理の改良： SYNOP積雪深の品質
管理において、観測データの棄却等の判定に使う第一
推定値と観測値の差の上限値を現設定より小さくする。
上限値の設定については、ECMWF (2020)を参考に
設定した。このことにより、第一推定値と観測値の差
が大きすぎる場合はその観測が使われないようになる
ため、大きな解析インクリメントとその広がりが抑制
されるようになる。

全球積雪深解析の高度化のインパクトを確認するた
め、解析予報サイクル実験を実施した。対照実験には、
2020 年 3 月時点の現業全球数値予報システムを用い
た。2018年 12月 10日から 2019年 2月 11日まで解析
予報サイクルを実行し、予測の検証は 2019年 1月を
対象とした。以下、対照実験を CNTL、対照実験に全
球積雪深解析の高度化を適用したものをTESTsnowと
標記する。なお、CNTL, TESTsnowともに積雪深解
析は毎日 18UTCに実施する。図 2.3.6は 2019年 2月
11日における積雪深解析結果の全球分布及び参照デー
タとして IMS(Interactive Multi-sensor Snow and Ice

Mapping System、米国海洋大気庁国立気象衛星デー
タ情報サービス作成の積雪域プロダクト)による積雪
域分布を示している。ユーラシア大陸や北アメリカに
おける積雪分布はTESTsnow, CNTLともに IMSと整
合しており、TESTsnow, CNTL間の大きな差はない。
一方、ヨーロッパ、西アジア、チベット等積雪観測が
ユーラシア大陸等に比べて疎らな地域では、TESTsnow
の積雪域が減少し、IMSにより整合した分布となって
いる。また、CNTLでは、ニュージーランドやアンデ
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図 2.3.6 2019年 2月 11日 18UTCにおける全球域での（左
上）CNTL、（右上）TESTsnowによる積雪深解析値 [cm]
及び（左下）IMS プロダクトによる積雪域分布（赤が積
雪域）。

ス山脈などで気候値に由来する積雪深が解析されてい
るが、TESTsnowではそのような不自然な積雪深は見
られなくなっている。図 2.3.7 は 2019年 1月 13日の
ヨーロッパ域での積雪深解析結果を示す。CNTLと比
べてTESTsnowではやや広めだった積雪域が縮小して
IMSとの対応も良い。特に、フランスではCNTLで全
土に解析されていた積雪域が大幅に減少し、IMSの分
布に近づいている。図 2.3.8 は地表面上向き短波放射
フラックスの 6時間予測値の 2019年 1月平均につい
て、衛星観測プロダクトであるCERES(Cloud and the

Earth’s Radiant Energy System)との差、TESTsnow

とCNTLの差を示したものである。CNTLで積雪が広
めに解析されていた地域（西アジア、チベット等）や気
候値の影響を受けている地域（ニュージーランド、ア
ンデス山脈）では、フラックスが CERESプロダクト
と比べてやや過剰であったが、TESTsnowではフラッ
クスが減少して CERES プロダクトの値に近づいた。
CNTLでは解析された積雪域が広がりすぎることによ
り地表面での短波放射の反射を過大評価していたもの
が、TESTsnowでは解析値における積雪分布がより適
切になったことで短波放射の誤差が減少した。また、
TESTsnowでは地表面上向き短波放射フラックスの過
大評価が軽減された地域で、地上気温の低温バイアス
も減少した（図略）。図 2.3.9にラジオゾンデ観測値を
対象として、代表的な要素を検証した結果を示す。多く
の領域で予測精度が中立または改善傾向が見られる。改
善傾向は北半球を中心に見られ、特に、850 hPaのME

の改善が顕著である。GSMには、北半球冬季の下層気
温に低温バイアス（図 2.3.10）があるが、TESTsnow

では積雪域の広がりが抑制されたことがバイアス軽減
に寄与した。

(2) 土壌水分初期値の高度化
土壌水分初期値については、地上観測データを用い
た解析処理の導入と土壌水分気候値の更新に向けた開

図 2.3.7 図 2.3.6と同じ。ただし、2019年 1月 13日 18UTC
におけるヨーロッパ域について。

図 2.3.8 地表面上向き短波放射フラックスの 6 時間予測値
の（左上）CNTL、（右上）TESTsnowにおける CERES
プロダクトとの差。暖色系の色は解析値が CERESデータ
より過剰にフラックスを射出することを意味する。（左下）
TESTsnowと CNTLの差。単位はすべて [W m−2]

発を進めてきた。土壌水分量は、地面温度等の陸面の
他の変数と比べて変動の時定数が長く、解析の効果は
持続しやすい。そのため、解析を実施する意義や優先
度は高い。一方、土壌の深い層については、地上観測
による影響が小さいことから、解析による修正が小さ
くなりやすく、予報-予報サイクルに近い状態になる。
この場合、大気や陸面モデルの誤差が複雑に影響して、
過剰に乾く（あるいは逆に湿る）といったドリフトが
生じやすくなる。
これらの点を考慮して、土壌水分初期値として、土
壌 1∼3層目（表層 19 cm）は土壌水分解析を実施し、
土壌 4∼7層目（地中 19 cm∼349 cm）は土壌水分気候
値を用いるように変更する。

土壌水分解析の導入： 土壌水分解析は、多くの海外
センター等で導入実績のある、土壌水分量と地上物理
量の相関を利用して解析する方法 (Mahfouf 1991)を用
いる。解析処理は、(1)地上観測値を同化した地上解析
値（気温、相対湿度）の作成、（2）地上解析値を観測
とみなした土壌水分解析本体の実施の 2段階で行う。
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図 2.3.9 冬期実験における対流圏主要要素のラジオゾンデ観測値に対する CCの改善幅（左上図）、RMSEの改善率（右上図）
と TESTsnowと CNTLのスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。ラジオゾンデを参照値としている。検証対象の領
域は、NHが北半球 ( 20 °N以北)、TRが熱帯 ( 20 °S – 20 °N)、SHが南半球 ( 20 °S以南)、JPが日本周辺（110 °E-150 °E,
20 °N-50 °N）、NWPが北西太平洋領域（100 °E-180 °E, 0 °-60 °N）を意味する。要素は上から 500 hPa高度、700 hPa気
温 (T700)、850 hPa気温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコア
カードは RMSE、CC、MEについて黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗りつぶ
し面積が広いほど統計的有意性が高い。

図 2.3.10 2019年 1月平均、北半球 (20 N–90 N)における、
ラジオゾンデ観測に対する気温の ME [K] の予報時間別
（FT=0から FT=264までの 24時間毎）の鉛直プロファ
イル。青：CNTL、赤：TESTsnow。

地上解析値は、GSM のモデル予測値を第一推定値
として、SYNOP気温、相対湿度観測を最適内挿法で
同化して作成する。観測データの品質管理については、
大気解析向けの SYNOPの品質管理に加え、「観測時刻
が解析時刻から±15分以内」、「モデル標高と観測標高
の差が 300m以内」、「σb, σoをそれぞれ、背景誤差、観
測誤差として、観測値と第一推定値の差が 2

√
σ2
b + σ2

o

以内（開発中の土壌水分解析では、気温、相対湿度に
対してそれぞれ約 5 K, 11%）」という条件を追加する。
土壌水分解析本体では、データ同化手法として、
カルマンフィルタの一種である Simplified Extended

Kalman Filter (SEKF, de Rosnay et al. 2012)を用い
る。GSM の土壌水分予測値を第一推定値として、前
述の地上解析値を観測値とみなして利用する。SEKF

では、本来のカルマンフィルタに対し、背景誤差共分
散を更新せず固定とする、誤差の水平相関を無視する
といった簡略化を行っている。SEKFの実行に必要な
接線形観測演算子は摂動法から作成する。具体的には、
土壌第 1∼3 層に全球一様な正負の土壌水分初期摂動
（±0.01 [m3 m−3]）を与えた計 6メンバーの低解像度
GSM(TL319）の 6時間予測と摂動なし予測を行い、地
上気温・相対湿度の変化量から接線形観測演算子を作
成する。
土壌水分解析導入による日々の土壌水分量の表現の
改善例として、図 2.3.11に現行の GSMでの土壌水分
初期値、土壌水分解析を行った場合の初期値、米国の土
壌観測ネットワーク (Soil Climate Analysis Network4)

で得られた現地観測値との比較を示す。現行では、気
候値が初期値として利用されているため、気象条件に
よらず滑らかな変化をしているのに対し、土壌水分解
析を行なった場合、降水等の気象条件の変化に伴う土
壌水分（体積含水率5）の変化がある程度表現される。

土壌水分気候値の更新： GSMの土壌水分気候値作
成に用いられるオフラインモデルについて、GSM2003

4 http://www.wcc.nrcs.usda.gov/scan/scan

brochure.pdf
5 土壌の単位体積における水分量の割合
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図 2.3.11 1○∼ 5○：右下の北米域の地図上の番号で示した各
地点における土壌水分（体積含水率 [0-1]）の時系列。（黒）
SCANによる現地観測、（青）土壌水分気候値、（赤）土壌
水分解析値

（第 2.2.6項）での陸面過程の更新を反映させたものに
更新した6。また、オフラインモデル実行時における積
雪深については、予報-予報サイクルから、6時間毎に
JRA-55(Kobayashi et al. 2015)による解析値に置き換
えるよう変更した。更新された土壌水分気候値は、更
新前のそれに比べて全体的に湿る傾向が見られる（図
略）。

土壌水分初期値高度化のインパクトを確認するため、
解析予報サイクル実験を実施した。対照実験には、2020
年 3月時点の現業全球数値予報システムを用いた。2018
年 7月 10日から 2018年 9月 11日まで解析予報サイク
ルを実行し、予測の検証は 2018年 8月を対象とした。
以下、対照実験を CNTL、対照実験に土壌水分初期値
の高度化を適用したものを TESTsmcと標記する。図
2.3.12は、地上相対湿度の SYNOP観測に対するME

について、CNTL, TESTsmc, TESTsmcと CNTLの
差を示している。西アジア、中央アジアやモンゴル周
辺、北米等で、特に夜間の乾燥バイアスが軽減してい
る。また、乾燥バイアスの減少に対応した西アジア、中
央アジアでの気温の負バイアスの減少も見られた（図
略）。これらは、予報時間が経過しても概ね同様の傾
向が見られた。図 2.3.13にラジオゾンデ観測値を対象
として、代表的な要素を検証した結果を示す。北半球
において、700 hPa気温や相対湿度、850 hPa気温等、
対流圏下層の要素のMEや RMSEの減少が顕著であ
る。ME, RMSEの減少についてはそれぞれ、土壌水分
気候値更新、土壌水分解析の導入の寄与が大きい。

2.3.1.4 まとめと今後の予定
全球モデルの鉛直高解像度化による大気の表現能力
の向上、地表面解析の高度化を通じた予測精度向上を
目的に、全球モデルの鉛直層数の 100層から 128層へ
の増強、衛星観測データやモデル予測値の利用を通じ
た積雪深解析の高度化、土壌水分解析の導入や地中で
の土壌水分気候値更新を含む土壌水分初期値作成手法
の高度化の開発を行った。それぞれの開発について基

6 GSM2003で用いられている土壌水分気候値は、GSM2003
の開発途中段階の陸面モデルを用いて作成された。

図 2.3.12 2018 年 8 月平均の FT=0 における相対湿度の
SYNOP 観測に対する ME [%]、（左上）CNTL、（右上）
TESTsmc、（左下）TESTsmcと CNTLの差。

礎調査と性能評価を行い、想定された改善効果を得ら
れることを確認した。鉛直層増強は離散化誤差減少や
衛星観測と第一推定値の整合性向上を通じた全体的な
精度向上、積雪深解析と土壌水分解析については、北
半球下層気温を中心とした予測精度向上を確認した。
今後は、これらの改良と全球解析の改良（第 2.3.2項）
を組み合わせた総合的な試験を行い、想定された改善
が確認されれば、2020年度末の全球数値予報システム
の更新に含める計画である。
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図 2.3.13 図 2.3.9と同じ。ただし、検証期間が 2018年 8月で、TESTsmcと CNTLスコア差を示した結果。
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2.3.2 全球解析システムの改良
2.3.2.1 概要
気象庁の全球モデルに初期値を提供する全球解析は、

2019年 12月より、4次元変分法 (4D-Var)の背景誤差と
して従来から用いてきた気候学的な背景誤差（BBBc）に、
局所アンサンブル変換カルマンフィルタ (LETKF)に
よるアンサンブル予報摂動から作成した背景誤差 (BBBe)

を混ぜて利用するハイブリッド同化システム (GA1912;

Kadowaki et al. 2020, Shimizu et al. 2020)となった。
数値予報モデル技術開発室ではこのBBBeの精度向上と一
層の活用のための開発を進めてきた。その結果、アン
サンブルメンバー数の増強・BBBeの割合の変更・LETKF

と 4D-Varの局所化スケールの調整・LETKFの初期値
化の修正を行うこととし、夏冬それぞれ 1か月間の性
能評価試験を実施した。この結果、観測値と第一推定
値の差 (O−B)の標準偏差の全般的な減少や、冬半球
を中心とした予報精度の向上等が確認できた。本稿で
は改良内容と実験結果について簡単に報告を行う。
今後は全球モデル (GSM)の 2020年度末の改良予定
項目 (GSM21XX,第 2.3.1項)と共に現業に相当する構
成での評価を行い、現業に導入すべきかを判断するこ
ととなる。
なお、第 2.3.1 項で述べられているように、

GSM21XX には鉛直層数の 100 層から 128 層への増
強が含まれる。これに向けて検討している BBBc の更新
についても最後にごく簡単に述べる。

2.3.2.2 改良項目の概要
気象庁の数値予報システムの全体像については JMA

(2019) を、その後の GA1912 については Kadowaki

et al. (2020) と Shimizu et al. (2020) を参照された
い。ここでは、2020年度末に計画されている全球解析
の改良項目について概要を述べる。

(1) LETKFの初期値化の修正
LETKFによる解析アンサンブル摂動は、局所化な
どにより力学的バランスが崩れており、そのままアン
サンブル予報の初期値として用いるのは適切ではない。
このため、現 LETKFでは、地上気圧時間変化率の解
析値を求め、それに整合するように解析後に発散を足
し込むことにより、摂動が力学的にバランスするよう
にしている（この処理を「初期値化」と呼ぶ）。しか
し、現行の初期値化では、発散を足し込む際に緯度の
余弦の 2乗をかけてから足し込んでいるため、中・高
緯度で初期値化の効果が小さい。また、発散の修正を
各鉛直層へ分配する重みを風のスプレッドの大きさに
応じて水平格子点毎に定めているため、各鉛直層で発
散の修正量の全球平均が 0にならず7、また、修正量が
熱帯低気圧付近で大きくなって台風進路予測に悪影響
を及ぼし得る状況であることがわかった。そこで、発

7 全球平均が 0でないまま単純に余弦の 2乗をかける処理を
撤廃すると、極付近に非常に大きな修正が入るようになる。

散を足し込む際に緯度の余弦の 2乗をかける処理を撤
廃し、各鉛直層で発散の修正量の全球平均を 0とする
処理を導入するとともに、発散の修正を各鉛直層へ分
配する重みが全球一様になるよう風のスプレッドの全
球平均に応じて決定されるよう修正する。

(2) アンサンブルメンバー数増強
BBBe は、BBBc では考慮することが難しいその時々の気
象条件に応じた予測の不確実性の違い（流れ依存性）
を考慮することが可能である。一方で、限られたメン
バー数で誤差共分散を表現するため、サンプリング誤
差により偽の相関が現れるという問題がある。これに
ついては、メンバー数を増やすことで、サンプリング
誤差が軽減されてBBBeの精度が向上し、流れ依存性をよ
り適切に考慮した解析が可能になると考えられる。そ
こで、LETKFや 4D-Varで用いるアンサンブル予報
のメンバー数を 50から 100に増強して解析予報サイ
クルを実行するようにする。

(3) LETKFの鉛直局所化スケール拡大
BBBeのサンプリング誤差は、二点間の距離が離れるほ
ど相対的に大きくなることが統計的にわかっている。
このため、現 LETKFでは、観測点からの距離（水平・
鉛直・時間）によって誤差相関がガウス型に減衰するよ
うな局所化をかけている。しかし一方で、強すぎる局
所化は観測から得られる情報を限定するとともに、摂
動の力学的バランスに悪影響を与える。特に LETKF

の鉛直局所化は鉛直方向に情報を持つ衛星輝度温度観
測やGNSS掩蔽観測などの同化に悪影響がある。今回
メンバー数を 50から 100に増やすことにより、サンプ
リング誤差の減少が期待されるため、より局所化を弱
める（局所化スケール8を拡大する）ことが可能と想定
できる。そこで、LETKFの鉛直局所化スケールを現
行（0.4スケールハイト）の 1.5倍（0.6スケールハイ
ト）に拡大する。

(4) 4D-Varで用いるアンサンブル背景誤差の割合増大
今回メンバー数を増やすことにより BBBe の精度が向
上すると、4D-VarにおいてBBBeの割合を大きくするこ
とが可能となると想定できる。図 2.3.14は、BBBe の割
合を現在の 15 %から 50 % へと増やした 3次元変分
法で地上気圧の 1点同化を行った際の最下層気温の解
析インクリメントである。これを見ると、メンバー数
を 100に増強することにより、観測点から離れた点の
サンプリング誤差と思われる誤差相関によるインクリ
メントが適切に抑えられていることが分かる。そこで、
4D-Varに混ぜるBBBeの割合を 15 %から 50 %に増やす。

(5) 4D-Varの比湿の水平局所化スケール縮小
現 4D-VarにおけるBBBe の局所化スケールは、BBBe の
背景誤差全体 (BBBc +BBBe)に占める割合が小さくサンプ
リング誤差の悪影響が小さいと考えられることから、

8 ここでは誤差相関を e−
1
2 に減らす距離
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図 2.3.14 BBBe の割合を 50 %とした 3次元変分法で地上気圧
の 1点同化を行った際の最下層気温の解析インクリメント
[K]。左が 50メンバー、右が 100メンバーによる結果。

LETKFより大きく設定されている（水平 800 km、鉛
直 0.8スケールハイト）。このサンプリング誤差は、今
回 BBBe の割合を 15 %から 50 %にすることでその影響
が増大する一方、メンバー数を 50から 100に増やす
ことでサンプリング誤差自体は減少するため、基本的
には 4D-Varの局所化スケールの調整は行わない。一
方、水蒸気に関連する変数は他の変数より空間代表性
が低く、サンプリング誤差の悪影響が大きいと考えら
れるため、現 LETKFでは、水蒸気に関連する観測の
水平局所化スケールは他変数より小さく設定されてい
る。しかし、現 4D-Varではそのような措置はとられ
ておらず、比湿の水平局所化スケールは他変数と同じ
値に設定されている。そこで、4D-Varの制御変数のう
ち、比湿のみ水平局所化スケールを 400 kmに縮小す
る。この際、比湿以外の変数同士の誤差共分散の局所
化関数には変化はない (水平スケール 800 km)が、比
湿と比湿以外の変数の間の誤差共分散の局所化関数は
水平スケール約 650 km、ピーク値約 0.8に縮小される
（図 2.3.15）。
なお、以上の他にも予報モデルのGSM21XXで導入
予定のものへの更新（鉛直層数の 100層から 128層へ
の増強を含む）、それに伴う観測データの品質管理処
理・LETKF・4D-Var及び BBBc の 128層対応を含めた
更新も予定されているが、これらの評価は本稿には含
まれない。今後実施される現業に相当する構成での評
価の中で確認することとなる。

2.3.2.3 LETKF単独実験による性能評価試験
第 2.3.2.2小節 (1),(2),(3) の変更について、性能を
評価するために 2020年 3月末に導入された現業の全
球数値予報システム (GSM2003, 第 2.2.6項)をベース
とした解析予報サイクル実験を実施した。
全球数値予報システムの全球解析には予報結果を決
められた時刻までに提供するための速報解析と、解析
の品質を維持するため観測データの入電を十分待って
から行うサイクル解析とがあるが、今回はサイクル解
析のみを実施した。さらに、解析値は 4D-Varではなく

図 2.3.15 今回導入した 4D-VarのBBBeの水平局所化関数。CCC
は比湿以外の変数同士、CCCqq は比湿同士、CCCpq は比湿と比
湿以外の変数の間の水平局所化関数を表す。

LETKFのアンサンブル平均解析値とし、予報はその
解析値を初期値とする低解像度のモデル (TL319)によ
る決定論予報とした（以後、この設定の実験をLETKF

単独実験と呼ぶ）。

(1) LETKFの初期値化の修正
GSM2003をベースとする実験を CNTL、CNTLに
対して、第 2.3.2.2小節 (1)の初期値化の修正を適用し
た実験をTESTとする。実験期間は以下の通りとした。

• 解析（夏）: 2018年 6月 2日～2018年 10月 11日
• 予報（夏）: 2018年 6月 12日～2018年 10月 11日
• 解析（冬）: 2017年 11月 10日～2018年 3月 11日
• 予報（冬）: 2017年 11月 20日～2018年 3月 11日
図 2.3.16に冬実験の FT=0における地上気圧時間変
化率の二乗平均平方根 (RMS)の CNTLに対する変化
量を示す。中・高緯度で地上気圧の時間変化率が大幅に
減少し、初期値化の効果がより明瞭に表れていること
が分かる。図は FT=0に対するものであるが、この効
果は FT=6まで継続して表れていた。また、図 2.3.17

に冬実験のマイクロ波サウンダの O−Bの標準偏差変
化率 ((TEST−CNTL)/CNTL)、QC を通過して同化
に利用された観測数の変化率を示す。AMSU-Aの上層
に感度のあるチャンネルを中心に O−Bの標準偏差は
減少しており、同化に使用される観測数も増えている。
ただし、AMSU-A以外の観測のO−Bや予報精度への
インパクトは概ね中立であった（図略）。以上の結果は
夏実験でも同様であった。

(2) アンサンブルメンバー数増強
(1)の TESTを CNTLとし、第 2.3.2.2小節 (2)の
アンサンブルメンバー数増強（50メンバー→ 100メン
バー）を適用した LETKF単独実験を TESTとする。
実験期間は (1)と同じ。
図 2.3.18に冬実験のマイクロ波サウンダの O−Bの
標準偏差変化率、QCを通過して同化に利用された観
測数の変化率を示す。全体的にO−Bが大きく減少し、
同化に使用される観測数も増えている。この傾向は他
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図 2.3.16 冬実験（第 2.3.2.3 小節 (1)）の 2018 年 2 月 11
日 18UTC～2018年 3月 11日 12UTCにおける、FT=0
の地上気圧時間変化率の二乗平均平方根 (RMS)[Pa/s]の
変化 (TEST−CNTL)。

図 2.3.17 冬実験（第 2.3.2.3小節 (1)）の AMSU-Aおよび
MHSの O−Bの標準偏差の変化率（本文参照）（左、%）
および観測使用数の変化率（右、%）。上から北半球、熱
帯、南半球。

の観測についても同様であった（図略）。また、アン
サンブルスプレッドは全層で大きく増大し、特に成層
圏での増大が大きく、これに伴い、LETKFの共分散
膨張係数は減少していた（図略）。予報精度へのイン
パクトについては、冬実験の気温の対 ECMWF解析
値9の東西平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)の改善

9 欧州中期予報センター (ECMWF)の全球数値予報システ
ムによる客観解析値、独立資料を用いた検証の目的で利用す

図 2.3.18 冬実験（第 2.3.2.3小節 (2)）の AMSU-Aおよび
MHSの O−Bの標準偏差の変化率（左、%）および観測
使用数の変化率（右、%）。上から北半球、熱帯、南半球。

率 ((CNTL−TEST)/CNTL)（図 2.3.19）を見ると、全
般にRMSEは減少し、改善しているところが多い。以
上の結果は夏実験でも同様であり、熱帯低気圧進路予
報誤差も改善しているところが多かった（図略）。

(3) LETKFの鉛直局所化スケール拡大
(2)の TESTを CNTLとし、第 2.3.2.2小節 (3)の

LETKF鉛直局所化スケール拡大（0.4スケールハイト
→ 0.6スケールハイト）を適用した LETKF単独実験
を TESTとする。実験期間は以下の通り。

• 解析（夏）: 2018年 7月 10日～2018年 9月 11日
• 予報（夏）: 2018年 7月 21日～2018年 9月 11日
• 解析（冬）: 2017年 12月 10日～2018年 2月 11日
• 予報（冬）: 2017年 12月 20日～2018年 2月 11日
図 2.3.20に冬実験のマイクロ波サウンダの O−Bの
標準偏差変化率、QCを通過して同化に利用された観測
数の変化率を示す。初期値化の修正のインパクトと同
様に、AMSU-Aの上層に感度のあるチャンネルを中心
にO−Bの標準偏差は減少しており、同化に使用される
観測数も増えているが、AMSU-A以外の観測の O−B

は概ね中立であった。また、アンサンブルスプレッド
は熱帯の地上気圧や高度場を除き減少傾向であり、こ
れに伴い、LETKFの共分散膨張係数は増加していた
（図略）。予報精度へのインパクトについては、冬実験
の気温の対 ECMWF解析値の東西平均の RMSE改善
率（図 2.3.21）を見ると、予報初期ではRMSEは減少

る。

87



図 2.3.19 冬実験（第 2.3.2.3小節 (2)）の対 ECMWF解析
値の気温の予測の東西平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)
の改善率（本文参照）[%]。暖色は TESTで RMSEが減
少していることを示す。上から FT=24, 72, 120の結果。

し、改善しているところが多い。以上の結果は夏実験
でも同様であり、熱帯低気圧進路予報誤差も中立から
改善傾向であった（図略）。

2.3.2.4 ハイブリッド同化実験による性能評価試験
第 2.3.2.2小節 (2),(4),(5) の変更について、性能を
評価するために解析予報サイクル実験を実施した。第
2.3.2.3小節と同様にサイクル解析のみを実施したもの
の、LETKFと 4D-Varによるハイブリッド同化の結果
を解析値とし、予報はその解析値を初期値とする決定
論予報とした（水平解像度は TL959）。

(1) アンサンブルメンバー数増強と 4D-Varで用いる
アンサンブル背景誤差の割合増大

GA1912をベースとする実験をCNTL、CNTLに対
して、第 2.3.2.2小節 (2)のアンサンブルメンバー数増
強（50メンバー→ 100メンバー）を適用した実験（BBBe

の割合は 15 %）をBBBe015、さらに第 2.3.2.2小節 (4)の
BBBeの割合増大 (15 %→ 50 %)を適用した実験をBBBe050

とする。比較のために、BBBeの割合を 30 %、70 %とし
た実験も行った（それぞれBBBe030, BBBe070とする）。実
験期間は以下の通り。ただし予報は 12UTC初期値の
み実行した。

• 解析（夏）: 2018年 7月 10日～2018年 9月 11日
• 予報（夏）: 2018年 7月 21日～2018年 9月 11日
• 解析（冬）: 2017年 12月 10日～2018年 2月 11日
• 予報（冬）: 2017年 12月 20日～2018年 2月 11日

図 2.3.20 冬実験（第 2.3.2.3小節 (3)）の AMSU-Aおよび
MHSの O−Bの標準偏差の変化率（左、%）および観測
使用数の変化率（右、%）。上から北半球、熱帯、南半球。

図 2.3.21 冬実験（第 2.3.2.3 小節 (3)）の対 ECMWF 解
析値の高度の予測の東西平均 RMSE の改善率 [%]。暖色
は TEST で RMSE が減少していることを示す。上から
FT=24, 72, 120の結果。
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図 2.3.22 夏実験（第 2.3.2.4小節 (1)）の AMSU-Aおよび
MHS（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観
測（下）の O−A（左）と O−B（右）の標準偏差の変化
率 [%]。赤色がBBBe015、緑色がBBBe030、青色がBBBe050、水
色が BBBe070。

図 2.3.22に夏実験のマイクロ波サウンダ、マイクロ
波イメージャ、GNSS掩蔽観測の観測値と解析値の差
(O−A)とO−Bの標準偏差変化率を示す。全体的に BBBe

の割合が大きいほどO−Bが大きく減少するが、50 %→
70 %にすることによる O−Bの減少は小さく、マイク
ロ波イメージャの O−B は逆に増加していた。また、
O-Aについては、BBBeの割合が大きいほど対流圏では大
きく、成層圏では小さくなる傾向であった。これらの傾
向は他の観測についても同様であった（図略）。また、
CNTLに対してBBBe015のアンサンブルスプレッドは大
きく増大し、これに伴って LETKFの共分散膨張係数
は減少していたが、BBBe015とBBBe050のアンサンブルス
プレッドや共分散膨張係数には系統的な差は見られな
かった（図略）。対流圏の主要要素の平均解析場につ
いては、全球的に大きな変化は見られないが、極域の
ECMWF解析値に対する 500 hPa高度場の過小バイア
スや 850 hPa気温場の低温バイアスはBBBeの割合を増加
することにより改善傾向であった（図略）。予報精度へ
のインパクトについては、夏実験の気温の対 ECMWF

解析値の東西平均のRMSE改善率（図 2.3.23）を見る
と、全般にRMSEは減少して改善しているところが多
く、BBBeの割合が大きいほど改善傾向であった。ただし、
夏半球は冬半球よりも改善が不明瞭であった。以上の
結果は冬実験でも同様であったが（図略）、冬実験の方
が夏実験より全般に改善が大きい傾向であった。

図 2.3.23 夏実験（第 2.3.2.4小節 (1)）の FT=24における
対 ECMWF解析値の気温の予測の東西平均 RMSEの改
善率 [%]。暖色は TESTで RMSEが減少していることを
示す。上から BBBe015, BBBe030, BBBe050, BBBe070。

(2) 4D-Varの比湿の水平局所化スケール縮小
(1)のBBBe050に第 2.3.2.2小節 (1)の初期値化修正と

(3)の鉛直局所化スケール拡大（0.4スケールハイト→
0.6 スケールハイト）を適用した実験を CNTL とし、
さらに (5)項の 4D-Var比湿水平局所化スケール縮小
（800 km → 400 km）を適用した実験をQ4とする。比
較のために、比湿の水平局所化スケールを 600 kmと
した実験も行った（Q6とする）。実験期間等は (1)と
同じ。
図 2.3.24に夏実験のマイクロ波サウンダ、マイクロ
波イメージャ、GNSS掩蔽観測のO-AとO−Bの標準
偏差変化率を示す。水蒸気に感度のあるチャンネルに
ついて、O−Aと O−Bが減少しており、Q6より Q4

の方が大きく減少していることが分かる。また、夏実
験の気温の対 ECMWF解析値の東西平均の RMSE改
善率（図 2.3.25）は、全般に 3日予報程度までは中立
から改善傾向であった。以上の結果は冬実験でも同様
であった（図略）。
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図 2.3.24 夏実験（第 2.3.2.4小節 (2)）の AMSU-Aおよび
MHS（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観
測（下）の O−A（左）と O−B（右）の標準偏差の変化
率 [%]。赤色が Q6、緑色が Q4。

図 2.3.25 Q4の夏実験（第 2.3.2.4小節 (2)）の対 ECMWF
解析値の気温の予測の東西平均 RMSE の改善率 [%]。暖
色は TESTで RMSEが減少していることを示す。上から
FT=24, 72, 120の結果。
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図 2.3.26 第 2.3.2.4小節 (1)(2)で述べた実験（夏実験）に
おける「4D-Var 初期コスト／同化に用いた観測数」の 1
か月平均。ただし、本文で述べていない組み合わせの実験
も含む。横軸はBBBeの割合。右図は左図を拡大（但し 50メ
ンバー実験は描画せず）したもの。右図の赤は 100 メン
バー実験。緑は赤に LETKF初期値化修正を加えたもの。
青は緑に LETKF鉛直局所化スケール拡大を加えたもの。
桃（水）は青に対して 4D-Var比湿水平局所化スケールを
800 km→ 600 km(400 km)の変更を加えたもの。

(3) 全ての変更を導入したインパクト
(1)(2)で述べた一連の実験（述べていない組み合わ
せの実験も一部含む）を簡単に比較するため、「4D-Var

初期コスト／同化に用いた観測数10」の夏実験の 1か
月平均を図 2.3.26に示す。これは第一推定値が観測に
どれだけ近いかを示す指標であり、CNTLに対して第
2.3.2.2小節 (1)の初期値化の修正、(2)のアンサンブ
ルメンバー数増強（50メンバー→ 100メンバー）、(3)

の LETKF鉛直局所化スケール拡大（0.4スケールハ
イト→ 0.6スケールハイト）、(4)のBBBeの割合増大（15

%→ 50 %）、(5)の 4D-Var比湿水平局所化スケール縮
小（800 km → 400 km）を全て適用した実験が最も第
一推定値が観測に近いことが分かる。冬実験も同様で
あった（図略）。
そこで、より新しい GSM2003をベースとする実験
を CNTLとし、CNTLに対して第 2.3.2.2小節 (1)の
初期値化の修正、(2)のアンサンブルメンバー数増強
（50メンバー→ 100メンバー）、(3)の LETKF鉛直局
所化スケール拡大（0.4スケールハイト→ 0.6スケール
ハイト）、(4)のBBBeの割合増大（15 %→ 50 %）、(5)の
4D-Var比湿水平局所化スケール縮小（800 km→ 400

km）を全て適用した実験をTESTとする解析予報サイ
クル実験を実施した。実験期間は以下の通り。ただし、
予報は 00, 06, 12, 18UTC初期値について実行した。

• 解析（夏）: 2018年 7月 10日～2018年 9月 11日
• 予報（夏）: 2018年 7月 21日～2018年 9月 11日
• 解析（冬）: 2017年 12月 10日～2018年 2月 11日
• 予報（冬）: 2017年 12月 20日～2018年 2月 11日
図 2.3.27に夏実験のマイクロ波サウンダ、マイクロ
波イメージャ、GNSS掩蔽観測のO−AとO−Bの標準
偏差変化率を示す。全体として、TESTではアンサン
ブルメンバー数増強及び BBBe の割合増大のインパクト
が主に見えており、O−Bは大きく減少し、O−Aは対

10 輝度温度観測についてはプロファイル数
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図 2.3.27 夏実験（第 2.3.2.4小節 (3)）の AMSU-Aおよび
MHS（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観
測（下）の O−A（左）と O−B（右）の標準偏差の変化
率 [%]。

流圏では大きく、成層圏では小さくなる傾向であった。
これらの傾向は他の観測についても同様であった（図
略）。予報精度へのインパクトについても、第 2.3.2.4

小節 (1)のアンサンブルメンバー数増強と BBBe の割合
増大のインパクトと同様の傾向であり、夏実験の気温
の対 ECMWF解析値の東西平均の RMSE改善率（図
2.3.28）を見ると、全般にTESTのRMSEは減少して
改善しているところが多く、特に冬半球は予報後半ま
で改善が継続していた。以上の結果は冬実験でも同様
であったが（図略）、冬実験の方が夏実験より全般に改
善が大きい傾向であった。また、熱帯低気圧進路予報
誤差については、北西太平洋は中立、他の海域は改善
傾向であり（図 2.3.29）、500 hPa高度対解析 RMSE

については、夏半球の 2日予報以降は改善が明瞭でな
いが、冬半球は明瞭に改善していた（図 2.3.30）。

2.3.2.5 まとめと今後の予定
気象庁の全球解析に対して下記の変更を行い、

GA1912及び GSM2003をベースとした LETKF単独
実験やハイブリッド同化実験を実施した。

• LETKFの初期値化を中高緯度でより効果が出る
ように修正

• アンサンブルメンバー数を 50から 100に増強
• LETKFの鉛直局所化スケールを 0.4スケールハ
イトから 0.6スケールハイトに拡大

• 4D-Var で利用するアンサンブル背景誤差の割合
を 15 %から 50 %に増大

図 2.3.28 夏実験（第 2.3.2.4 小節 (3)）の対 ECMWF 解
析値の気温の予測の東西平均 RMSE の改善率 [%]。暖色
は TEST で RMSE が減少していることを示す。上から
FT=24, 72, 120の結果。

• 4D-Varの比湿の水平局所化スケールを 800 kmか
ら 400 kmに縮小

この結果、O−Bの標準偏差の減少や、冬半球を中心と
した予報精度の向上が確認できた。今後はGSM21XX

の改良予定項目と共に現業に相当する構成での評価を
行い、現業に導入すべきかを判断することとなる。
第 2.3.2.1 小節で述べたように、GSM21XX には鉛
直層数の 100層から 128層への増強が含まれるためBBBc

の更新もあわせて検討している。統計計算の手法自体
は JMA (2019)に述べられているものと同じであるが、
誤差サンプルを作成する際、GSM2003に準じた環境
で作成した初期値と第 2.3.1.2小節に準じたGSMを用
いると共に、作成するサンプル数を従来の 365個から
4380個に増やした。誤差サンプル数の増加により、特
に低波数の誤差相関構造において、サンプリング誤差
によると思われる細かな構造が抑えられることを確認
している（図 2.3.31）。ただし、BBBc の更新が平均的な
予報精度に与える影響は小さかった（図略）。
さらに先の改良予定項目としては、2021 年度末に

GSMについて水平解像度を約 20 kmから約 13 kmへ
と高解像度化することを始めとした改良が計画されて
いる。全球解析についてはそれに伴う変更を除き大規
模な仕様の改良は計画していないが、LETKFの水平
方向を含めた局所化スケールの再調整を実施するかど
うか検討を進めているところである。
また、長期的な課題として、4D-Varで摂動の時間発
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図 2.3.29 第 2.3.2.4 小節 (3) の実験における熱帯低気圧進路予報誤差（上、青が CNTL、赤が TEST）とその差（下、
TEST−CNTL）。左から北西太平洋域（夏実験、対 JMA ベストトラック）、北東太平洋域（夏実験、対 NOAA ベスト
トラック）、大西洋域（夏実験、対 NOAAベストトラック）、南半球（冬実験、対 NCEP TCVitals）。

図 2.3.30 第 2.3.2.4小節 (3)の実験における 500 hPa高度
の対解析 RMSE。上は夏実験、下は冬実験、左は北半球、
右は南半球。

展を計算するために用いているインナーモデルの抜本
的な更新が進まずGSMとの乖離が進んでいること（特
に湿潤過程）、計算機資源の観点からインナーモデルの
高解像度化が厳しい点が挙げられる。このため、BBBeの
比重をさらに増やすことが出来るようにすること、摂
動の時間発展をインナーモデルを使用せずにアンサン
ブル予報摂動の情報だけで計算出来るようにすること
（例えば 4DEnVar; Lorenc 2013）等について調査を始
めている。
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2.3.3 全球アンサンブル予報システムの改良
2.3.3.1 概要
数値予報モデル技術開発室と地球システムモデル技
術開発室では、全球モデル (GSM)、全球解析 (GA)、
全球アンサンブル (全球 EPS) の開発を協力して行っ
ている。2020年度末に計画されている GSM・GAの
改良（第 2.3.1項と第 2.3.2項、以下では両者まとめて
GSM21XXと呼ぶ）とタイミングを合わせ、全球 EPS

についても確率予測情報の改善を主たる目的として、
アンサンブルメンバー数の増強と初期摂動作成手法の
改良などを計画している。今回、全球 EPSの改良予定
項目（全球 EPSで使用するモデル更新と GSM21XX

による解析値や初期摂動の変化の影響を除く）につい
て性能を評価するための実験を行い、アンサンブル平
均の精度向上や確率予測情報の精度向上など想定した
効果が得られていることを確認した。本稿では改良内
容と実験結果について簡単に報告を行う。
今後はGSM21XXの改良予定項目と共に現業に相当
する構成での評価を行い、現業に導入すべきかを判断
することとなる。
なお、全球 EPSは 11日先まで、18日先まで、それ
から 34日先までの予報を担うアンサンブル予報システ
ムの総称であるが、本稿で扱うのは基本的に 11日先ま
での内容である

2.3.3.2 改良項目の概要
ここでは、2020年度末に計画されている全球EPSの
改良項目について概要を述べる。気象庁の数値予報シス
テムの全体像については JMA (2019)を、その後の全
球 EPSに関する大きな変更である 2020年 3月に導入
された改良 (GEPS2003)については Yamaguchi et al.

(2020)を参照されたい。

(1) アンサンブルメンバー数の増強
メンバー数を現在の 27メンバーから 51メンバーに
増強する11 。メンバー数を増強することでアンサンブ
ル平均の精度向上と確率的情報としての精度向上が期
待され、捕捉できない現象を減らす効果も期待できる。

(2) 初期摂動と海面水温 (SST)摂動の改良・変更
北半球及び南半球の初期摂動作成に使用する特異ベ
クトル (SV)の数を現在の最大 25個から 50個に増強
する。これにより、より多くの成長モードを初期摂動
において考慮できるようになり、確率的情報としての
精度向上が期待される。また、SV計算において摂動の
大きさを測るために用いるノルムにおいて 50 hPaよ
り上を評価対象外とする。これにより、対流圏に影響
を与えるような成長モードに重点を置いた初期摂動を

11 なお、18日先までの予報については現在の 13メンバーか
ら 51 メンバーに、34 日先までの予報については現在の 13
メンバーから 25 メンバーに増強する一方、00UTC 初期値
での実行を取り止め 12UTC初期値でのみの実行とする計画
である。

作成できると期待される。
その他、影響が小さいものとして、
• 空間相関に基づく SV選別処理の廃止
• 計算されたSVを合成して初期摂動を作成する際に
用いるバリアンスミニマム法の収束判定条件緩和

• SV 計算で使用するモデル面の定義方法を最新
GSM用の手法に合わせる

• SST摂動作成のメンバー数増強への対応
といった変更を計画している。
以上の他にも全球EPSで使用する数値予報モデルを

GSM21XXで導入予定のものに更新すること（鉛直層
数の 100層から 128層への増強を含む）、GSM21XXで
導入予定の土壌水分解析結果を SV計算の際にも利用す
ること、GSM21XXの下流システムとしてGSM21XX

導入による解析場や初期摂動の変化の影響も受けるこ
となどがあるが、これらの評価は本稿には含まれない。
今後実施される現業に相当する構成での評価の中で確
認することとなる。

2.3.3.3 性能評価のための実験
性能評価のための実験を実施した。その設定と結果
を示す。

(1) アンサンブルメンバー数の増強
GEPS2003の現業化の判断のために実施した実験を

CNTLとし、それに対してアンサンブルメンバー数を
27メンバーから 51メンバーに変更した実験を TEST

とする。実験期間は以下の通りとし、
• 夏：2018年 6月 12日～2018年 10月 11日
• 冬：2017年 11月 20日～2018年 3月 11日

12UTC初期時刻についてのみアンサンブル予報を実施
した。
TESTではアンサンブルメンバー数を増やしたこと
によるアンサンブル平均や確率予測情報、実況捕捉の
改善が確認できた。以下、いくつか具体的に示す。

北半球 500 hPa 高度場の予測 対解析値でアンサン
ブル平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)は改善、スプ
レッドは増加、スプレッドスキルの関係はほぼ変化は
見られなかった（図 2.3.32）。

日本域の降水予測 対解析雨量の検証では、1mm/24h

及び 5mm/24hの閾値でブライアスキルスコアは改善
した（図 2.3.33）。

台風進路予測 アンサンブル平均の台風進路予測の平
均誤差は大きな変化はなく、また、FT=0–120の台風
接近確率のブライアスキルスコアも中立であり、信頼
度曲線にも大きな変化はなかった（図 2.3.34）。

台風進路の捕捉状況の改善事例 アンサンブルメンバー
増により、実際の進路をより捕捉できるようになった
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事例が確認された（図 2.3.35）。

(2) 初期摂動と SST摂動の改良・変更
(1)で示したアンサンブルメンバー数を増強した実験

(TEST)をCNTLとし、それに対して初期摂動と SST

摂動の改良・変更を加えた実験を TESTとする。実験
期間及び 12UTC初期時刻についてのみアンサンブル
予報を実施した点は (1)と同じ。
TESTはCNTLに対して、以下のような特徴がみら
れた。

北半球 500 hPa高度場の予測 対解析値でアンサンブ
ル平均のRMSEはやや改善、スプレッドは初期を除き
減少、スプレッドスキルの関係は予報初期の過剰傾向
がやや抑制された（図 2.3.36）。

日本域の降水予測 対解析雨量の検証では、1mm/24h

及び 5mm/24hの閾値でブライアスキルスコアは中立
であった（図 2.3.37）。

台風進路予測 アンサンブル平均の台風進路予測の平
均誤差は大きな変化はなく、FT=0–120の台風接近確
率のブライアスキルスコアも中立、信頼度曲線にも大
きな変化はなかった（図略）。

アンサンブル平均のRMSEやスプレットスキルの関
係の改善は南半球の予測でも見られた。また、CRPS12

についても両半球で改善傾向が見られた。

2.3.3.4 まとめと今後の予定
2020年度末に計画されている全球 EPSの改良予定
項目（全球 EPSで使用するモデル更新、下流システム
としてのGSM21XXの影響を除く）について性能を評
価するための実験を行い、アンサンブル平均の精度向
上や確率予測情報の精度向上など想定した効果が得ら
れていることを確認した。今後はGSM21XXの改良予
定項目と共に現業に相当する構成での評価を行い、現
業に導入すべきかを判断することとなる。
さらに先の改良予定項目としては、2021年度末に全
球 EPS で使用する数値予報モデルの水平解像度を約
40 kmから約 27 kmへと高解像度化する等の改良を計
画している。予備的な精度評価、必要となる計算機資
源の見積もりや資源利用に関する調整、水平高解像度
化に伴うプロダクト仕様変更についての調整といった
準備を、庁内関係者の協力も得ながら進めているとこ
ろである。

12 Continuous Ranked Probability Scoreの略で、閾値 t以
下となる確率予測に対するブライアスコアを

∫∞
−∞ dtで積分

したもの。
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図 2.3.32 第 2.3.3.3小節 (1)の実験におけるアンサンブル平均の 500 hPa高度場の北半球（20 °N以北）の検証結果。上段は
夏期間、下段は冬期間。左列は予報時間ごとの RMSE[m]。中列は予報時間ごとのスプレッド [m]、右列はスプレッドスキル
（1を超えるとスプレッドが予報誤差に対して過剰）。CNTLは緑線、TESTは赤線。RMSEとスプレッドでは、紫線は変化
率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、右縦軸）。左列と中列については差に統計的な有意性がある場合に ▽(CNTL>TEST)な
いし△(TEST>CNTL)をプロットしている。

図 2.3.33 第 2.3.3.3 小節 (1) の実験における対解析雨量に
よる降水の確率的予測のブライアスキルスコア。上段は夏
期間、下段は冬期間。左列は閾値 1mm/24h、右列は閾値
5mm/24hの降水事例に対するもの。CNTLは緑線、TEST
は赤線。紫線は差（TEST−CNTL、右縦軸）。

図 2.3.34 第 2.3.3.3小節 (1)項の実験におけるアンサンブル
平均の進路予測平均誤差（左）と FT=0–120[h]の台風接
近確率の信頼度曲線とブライアスキルスコア（右）。CNTL
は緑線、TESTは赤線。左図は左縦軸の平均誤差 [km]と
右縦軸でサンプル数を示しており、ピンクの三角（該当な
しのため描画なし）と青の三角はそれぞれサンプル間の相
関を考慮する場合としない場合に 5 % の有意水準で差が
有意であることを示す。右図は水色とオレンジの棒グラフ
で CNTLと TESTの予報頻度を示す。また、ブライアス
キルスコアを凡例中の「BSS=」以降に示す。

95



(a) (b) (c) (d)

図 2.3.35 第 2.3.3.3小節 (1)の実験における実況台風進路の捕捉状況が改善した事例。黒はベストトラック、色は各メンバーの
進路予測。(a)はT1814を対象とした 2018年 8月 7日 12UTCのTESTによる予測で、(b)はCNTLによる予測。CNTLで
はベストトラックを捕捉できていないが、TESTでは捕捉できている。(c)は T1821を対象とした 2018年 8月 30日 12UTC
の TESTによる予測で、(d)は CNTLによる予測。CNTLの予測は東西二つのグループに分かれており、実況はその間を
進んでいる。TESTの予測では明瞭な分離は見られない。

図 2.3.36 図 2.3.32と同じ。ただし、第 2.3.3.3小節 (2)の実験についてのもの。

図 2.3.37 図 2.3.33と同じ。ただし、第 2.3.3.3小節 (2)の
実験についてのもの。
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2.3.4 局地モデルの鉛直層増強と物理過程改良
2.3.4.1 はじめに
局地数値予報システム13は、時空間スケールの細か
な現象の予測を目的に水平解像度 2 kmの予報システ
ムとして運用されている。本システムは 2012年 8月
に、1日 8回、東日本を中心とした領域の 9時間予報
を行う仕様で、本運用を開始した (永戸ほか 2012)。そ
の後、2013年 5月に予報領域を日本全域に拡張すると
ともに 1日 24回（毎正時初期値）の運用に高頻度化し
た。2015年 1月に JMA-NHMに基づく予報システム
から、局地解析を asuca-Var、局地予報を asucaへと
それぞれ置き換え、2019年 3月に予測期間を 10時間
に延長して現在の運用に至っている。メソ数値予報シ
ステムと比べると、高い空間解像度で高頻度の予測を
行うことが局地数値予報システムの特徴である。また、
迅速な予測結果の提供を重視することから、局地解析
では初期値作成に処理の重い 4 次元変分法ではなく、
初期値作成時刻の 3時間前から 3次元変分法に基づく
解析と 1時間の予測を繰り返す手法を採用している。
局地数値予報システムについては、2021年 3月に局
地モデルの鉛直層数を 58層から 76層へと増強すると
ともに、物理過程を改良することを計画している。本
項では、本更新で新たに導入する予定の改良項目を中
心に、局地モデルの更新の概要とこれまでに得られて
いる予測特性の変化を報告する。

2.3.4.2 局地モデルの改良項目
2021年 3月に予定している局地数値予報システムの
更新では、局地モデルの鉛直層数を 58層から 76層に
増強する計画である14。この鉛直層増強では、現在鉛
直 76層で運用しているメソモデルのモデル上端高度
と層配置を揃えるように局地モデルの鉛直層を定める。
このことにより、メソモデルから与えられる境界値の
内挿誤差が最小限に抑えられることが期待できる。ま
た、現在運用している 58層の層配置と比べると下層を
中心に層間隔が小さくなっており、最下層のフルレベ
ルでの高度は 20 mから 10 mとなる。このため、境界
層の表現や地表面からのフラックス診断の精度向上が
見込まれる。
物理過程に関しては、2020年 3月に更新されたメソ
モデルで導入された項目のうち、局地モデルにおいて
予測精度の向上が確認されたものを取り入れるととも
に、新規に改良する項目について導入を検討した。局
地数値予報システムの更新で改良を予定している項目
を以下に挙げる。下線は新規に導入する項目、それ以
外は 2020年 3月に更新されたメソモデルで導入済み
の項目のうち、今回局地モデルに適用する項目をそれ
ぞれ示す。

13 局地解析と局地モデル（予報モデル）を合わせて局地数値
予報システムと表記する。

14 局地解析の鉛直層数は 48層で運用しており、本システム
更新での変更は実施しない予定である。

• 氷雲量診断をWilson and Ballard (1999)の方法
に変更

• サブグリッド輸送表現に Leonard項を導入
• 雪格子における熱伝導率の配置変更
• 森林における格子内積雪被覆率の変更
• 有限体積法に適合した接地境界層フラックス定式化
• 接地境界層における強安定時の普遍関数変更
• 地表面パラメータ（熱粗度・アルベド）の更新
• 蒸発散の計算に植生被覆率を考慮
以下では、新規に導入する物理過程改良の概要を述
べる。2020年 3月のメソモデル更新で導入した項目に
ついては、第 2.2.8項を参照されたい。

(1) サブグリッド輸送表現に Leonard項を導入
数値モデルでは格子間隔よりも小さな現象は直接扱
うことができないため、パラメタリゼーションによって
その効果を取り入れることが必要である。物理量 ϕを
格子平均 ϕ̄と格子平均からの偏差（サブグリッドの変
動成分）ϕ′に分割し、格子スケールの運動によって直
接表現できない物理量 ϕの鉛直輸送量を τϕwとすると、

τϕw = Lϕw + Cϕw +Rϕw, (2.3.1)

Lϕw := ϕ̄w̄ − ¯̄ϕ ¯̄w, (2.3.2)

Cϕw := ϕ̄w′ + ϕ′w̄ − ¯̄ϕw̄′ − ϕ̄′ ¯̄w, (2.3.3)

Rϕw := ϕ′w′ − ϕ̄′w̄′, (2.3.4)

と表される。ここで、Lϕw, Cϕw, Rϕw はそれぞれ修正
Leonard項、修正クロス項、修正レイノルズ応力項と
呼ばれる。
局地モデルでは、境界層スキームとしてメソモデルと
同様にMellor-Yamada-Nakanishi-Niinoのレベル 3モ
デル (MYNNモデル、Nakanishi and Niino 2009)を用
いている。このモデルの定式化はアンサンブル平均に基
づいているが、アンサンブル平均では Lϕw = Cϕw = 0

であるため、MYNNモデルは (2.3.1)式においてRϕw

をモデル化したものと位置付けられる。しかしながら、
水平解像度を 2 kmとしている局地モデルでは、積雲対
流は格子スケールの運動として部分的に解像されるた
め、アンサンブル平均の前提が成り立たなくなってお
り、修正 Leonard項や修正クロス項の寄与が無視でき
なくなる可能性がある。このため、修正 Leonard項や
修正クロス項の寄与（以下では両者をまとめてLeonard

項と表記する）をMoeng et al. (2010)が提案した方法
にしたがって局地モデルで考慮する修正を行った。
(2.3.1)式のうち、Lϕwは格子平均量のみから構成さ
れているためモデル変数から直接算出可能であるが、
Cϕw はサブグリッド成分を含むため何らかのパラメ
タリゼーションを用いて表現する必要がある。Moeng

et al. (2010) は熱帯の深い対流を対象とした Large-

Eddy Simulation (LES) から得られた結果を解析し、
Lϕw と Cϕw が良い相関を示すことを指摘するととも
に、以下の定式化を提案した:
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図 2.3.38 2次元（x-z平面）の TRMM-LBA実験の結果か
ら診断した温位に関する修正 Leonard項 Lθw の一例。コ
ンターは鉛直速度 (m/s)、シェードは Lθw(K m/s)をそれ
ぞれ表す。

Lϕw + Cϕw ≃ Lϕw + (KL − 1)Lϕw = KLLϕw,

(2.3.5)

Lϕw ≃ 1

12

(
∆2

x

∂ϕ̄

∂x

∂w̄

∂x
+∆2

y

∂ϕ̄

∂y

∂w̄

∂y

)
. (2.3.6)

ここで、∆x, ∆yは x, y方向の格子間隔、KLはモデル
定数である。また、(2.3.6)式を差分化したときに、格
子間隔の 2次の精度で (2.3.2)式と一致することが示さ
れる (Moeng et al. 2010)。
モデル定数KLの選択にはある程度の任意性があると
考えられる。Verrelle et al. (2017)はLESによる解析か
らKL =3～4が妥当であるとし、Hanley et al. (2019)

は現業モデルにおける降水予測精度の面から KL = 6

が最適であると結論づけた。これらの先行研究を踏ま
えつつ、局地モデルでのKL に対する感度実験の結果
および計算安定性の観点から、局地モデルではKL = 4

を用いることとした。ただし、Hanley et al. (2019)の
方法に基づき、鉛直流の水平変化が大きく計算安定性
が損なわれる場合にKL をより小さな値に設定するこ
とで計算安定性を保つようにした。
Leonard項の寄与を見るために、図 2.3.38に 2次元

（x-z平面）の TRMM-LBA実験の結果の一例を示す。
この図から上昇流のピークがある領域の側面でLeonard

項が正の値を持つことが分かる。浮力によって上昇流
が発達する状況では、温位偏差と鉛直流の相関は高く、
格子スケールの顕熱は上方に輸送される。Leonard項
の寄与は格子スケールの熱輸送と整合的な分布となっ
ている。局地モデルでは、対流が発達する際に狭領域に
強い上昇流が過度に集中する傾向がしばしば見られて
いたが、この結果から Leonard項が格子スケールの熱
輸送を補うように作用し、強い上昇流の集中を緩和さ
せることが予想される。Leonard項の導入により、最
大鉛直流速の統計的な頻度分布が低速側にシフトし、
上昇流がピークとなる高度が低下することを確認した

(図略)。

(2) 強安定時の普遍関数変更
局地モデルを含む多くの数値モデルにおいて、地
表面からの運動量・顕熱・潜熱フラックスは、Monin-

Obukhov の相似則に基づいて診断的に算出される。
Monin-Obukhov の相似則によれば、接地境界層にお
いて風速・温度・比湿の鉛直勾配は、普遍関数 ϕm, ϕh,

ϕq を用いて以下のように記述される:

du

dz
=

u∗

κz
ϕm(z/L),

dθ

dz
=

θ∗
κz

ϕh(z/L),

dqv
dz

=
q∗
κz

ϕq(z/L). (2.3.7)

ここで、κはカルマン定数、u∗, θ∗, q∗はそれぞれ摩擦
速度、摩擦温位、摩擦比湿と呼ばれ、地表面からのフ
ラックスを決める量である。また、Monin-Obukhov長
Lは L := u2

∗θ/(κgθ∗)で定義され、大気の安定度を特
徴づける量である。(2.3.7)式は、大気の風速・温度・
比湿と地表面フラックスとの関係が普遍関数によって
決定されることを意味する。普遍関数は室内実験や野
外観測から経験的に推定されるもので、これまでに多
くの経験式が提案されているが、特に強安定時の観測
が困難なため、強安定に対応する普遍関数には不確定
性が大きいことが従来より指摘されている。
Gryanik et al. (2020)は、SHEBA (the Surface Heat

Budget of the Arctic Ocean)の観測キャンペーンから
得られたデータに基づいて安定時の普遍関数を新たに
提案した。SHEBAは極域の海氷上での観測であり、こ
の観測データセットは安定成層下での地表面フラック
スを知るうえで有用であることから、多くの研究で活
用されている。したがって、Gryanik et al. (2020)に
よって提案された普遍関数は、安定時の地表面フラッ
クス診断の精度向上に寄与することが期待できる。局
地モデルではこれまで、Beljaars and Holtslag (1991)

によって提案された普遍関数を地表面フラックス診断
に用いていたが、安定時では Gryanik et al. (2020)の
普遍関数を適用するように変更した。ただし、Gryanik

et al. (2020)では中立成層での乱流プラントル数 Pr0

として 0.98を提案しているが、不安定時には Beljaars

and Holtslag (1991)の普遍関数が引き続き適用され、
そこで Pr0 = 1としていることから、整合性を保つた
めに局地モデルでは安定時でも Pr0 = 1 として取り
扱う。
図 2.3.39に安定時に両者の普遍関数から診断される
顕熱フラックスの一例を示す。この図において、横軸
は 10 m高度の温位の地表面温位からの差∆θ（正のと
き安定成層となる）、縦軸は地表面温位フラックスをそ
れぞれ表している。∆θが小さく中立成層に近いときは
両者のフラックスにはほとんど差は見られないが、∆θ

が大きくなる（より強安定になる）につれ、Gryanik

et al. (2020)の普遍関数から診断された温位フラック
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図 2.3.39 Beljaars and Holtslag (1991) と Gryanik et al.
(2020)の普遍関数から診断される地表面温位フラックスの
一例。横軸は 10 m高度の温位の地表面温位からの差、縦
軸は地表面温位フラックスである。黒線、赤線はそれぞれ
Beljaars and Holtslag (1991)とGryanik et al. (2020)の
普遍関数を適用した結果を示す。

スは Beljaars and Holtslag (1991)のものと比べると、
絶対値として小さくなることが分かる。これまで、局
地モデルの地上温度は冬季の夜間に負バイアスが見ら
れていたが、Gryanik et al. (2020)の普遍関数の適用
により地表面からの冷却が抑えられ、地上温度の負バ
イアスが軽減することが確認された。

(3) 地表面パラメータの更新
今回の局地モデル更新では、2020年 3月のメソモデ
ル更新で見直された地表面パラメータに加え、主に地
上気温の日変化を改善させることを念頭に熱粗度とア
ルベドの見直しを図った。
陸上での熱粗度 z0hは、土地利用・植生種別ごとに設
定した空気力学的粗度 z0mに一定のファクタをかけて
算出しており、Garratt and Francey (1978)に基づい
て z0h/z0m = 1/7.4としている。しかし、両者の比は
土地利用・植生種別によって異なることが近年の研究
で指摘されている。特に都市域では、運動量輸送は都
市の幾何学的な形状によって励起されるのに対し、熱
輸送は建物壁面や路面付近の分子拡散によるところが
大きく、z0h/z0m は非常に小さくなることが知られて
いる (Porson et al. 2010)。このことを考慮し、都市域
の z0h/z0mをKanda et al. (2005)に基づき 1/403に変
更した。本更新では、GLCC (USGS legend)のUrban

classと、国土数値情報の「建物用地」、「幹線交通用地」
および「その他の用地」を都市域と定義し、モデル定
数を作成した。熱粗度が小さくなることにより、顕熱・
潜熱フラックスが小さくなり地表面温度が上昇しやす
くなる。
これまで、地表面アルベドは地表面種別・土地利用・
植生区分に応じた値を設定し、それらの格子内被覆率
に応じて平均したものを格子点値として与えていた。
しかし、土地利用に応じたアルベドの設定には任意性

図 2.3.40 左: 現局地モデルで用いている地表面アルベド、
中央: 衛星プロダクトから作成した地表面アルベドの気候
値、右: 更新前後の地表面アルベドの差

があり、客観的に決めることが難しい。このため、衛
星プロダクトから作成した地表面アルベド気候値を格
子点値に用いる変更を行った。Terraおよび Aqua衛
星の MODIS観測データから作成された 30秒解像度
（約 1 km 解像度）の日別地表面アルベドプロダクト
(MCD43GF)から 2012年から 2017年までの 6年間分
を平均して地表面アルベド気候値を作成した。この更
新の結果、陸上の多くで従来よりもモデルに与えるア
ルベドが小さくなるため (図 2.3.40)、現行の局地モデ
ルよりも地上気温が上昇しやすくなる。

(4) 蒸発散の計算に植生被覆率を考慮
現行の局地モデルは、地表面の蒸発効率と植生気孔
抵抗を考慮して陸上の潜熱フラックスを計算する。こ
のうち植生気孔抵抗は、地表面種別が「海」以外の全て
の格子に植生の多寡に関わらず適用される。このため、
現行の実装では植生が少ないまたは無いと想定される
土地利用区分（都市域など）でも格子全体で気孔抵抗を
考慮していることになり、非現実的な潜熱フラックス
が診断される要因になる。この状況を改善するために、
モデル格子点の植生被覆率を考慮し、格子内の非植生
域では植生気孔抵抗を適用しない変更を行った。植生
被覆率は、MODISの NDVIプロダクトから作成され
た Maxmimum Green Vegetation Fraction (Broxton

et al. 2014)を採用した。変更後の実装では、格子内の
植生域と非植生域のバルク係数をそれぞれ求め、植生
被覆率でバルク係数を按分することで潜熱フラックス
を診断する。この変更により、植生のない領域で潜熱
フラックスが増加し顕熱フラックスが減少する。

2.3.4.3 本改良による予測特性の変化
本項では、改良した局地モデルの統計的な予測特性
の変化を現ルーチンで用いている局地モデルとの比較
の観点から述べる。以下では、現ルーチン相当の設定
の実験をコントロール (CNTL)とし、前項で示した改
良を適用した設定の実験をテスト (TEST)と記す。比
較実験は、2020年 3月現業化時の全球モデル、メソモ
デルから作成された初期値・境界値を用いて実施した。
検証期間は、夏期間が 2018年 6月 27日–7月 8日、冬
期間が 2018年 1月 16日–1月 27日で、検証には毎時
初期値で実行した結果を用いた。
図 2.3.41に夏期間、冬期間それぞれの統計スコアの

99



図 2.3.41 夏期間（左）、冬期間（右）の検証スコア・RMSE
の変化有意性の統計検証結果。各行は統計検証要素、各列
は予測時間に対応する。各統計検証要素は、ETS: 降水量
のエクイタブルスレットスコア（括弧内は降水量の閾値）、
Z: ジオポテンシャル高度、MIXING(QV): 混合比、T: 気
温、WIND: 風速、PSEA: 海面更正気圧、DSWB: 地上に
おける下向き短波放射をそれぞれ表す。青が CNTLと比
べて改善、赤が CNTLと比べて改悪を表しており、色付
きの領域が各セルの内側の正方形以上の場合、95 パーセ
ンタイル信頼区間で統計的に有意であることを示す。

検証結果を示す。夏期の降水量、冬期の 5 mm/h以上
の降水量の改善が確認できる。高層検証については、
対流圏上層が改善しているものの、対流圏下層で夏期
の気温・湿度が改悪、冬期の気温・湿度が 925 hPa気
温を除き改悪傾向である。地上気象要素については、
FT=0を除き全ての要素で大幅に改善した。
夏期間の降水量のバイアススコア (BI)、エクイタブ
ルスレットスコア (ETS)を図 2.3.42に示す。バイアス
スコアを見ることでTESTで強雨（50 mm/h）頻度の
増加が確認できる。一方で、強雨頻度が TESTで増加
しても空振り率は増加しておらず、見逃し率も低下し
ており（図略）、全ての閾値でスレットスコアは改善も
しくは中立である。
次に、高層検証について予測特性の変化が見られた
いくつかの結果を示す。図 2.3.43は夏期間の気温プロ
ファイルの対ゾンデ検証結果である。この図から、対
流圏上層の高温バイアスの軽減が確認できる。これは、
放射で用いる氷雲量診断をWilson and Ballard (1999)

の方法に変更したことで、これまで上層で過大だった
氷雲が減少したことが主に寄与している。一方で、下
層気温の二乗平均平方根誤差 (RMSE)が拡大する。地
点別に見ると大陸乾燥域の気温低下がRMSE拡大の主
な要因である（図略）。地表面アルベドの気候値への更
新により、該当地域での地表面アルベドが増加したこ
とが影響したと推定される。一方で、日本域に限れば

図 2.3.42 夏期間における降水量の対解析雨量検証での閾値
別バイアススコア（上段）とエクイタブルスレットスコア
（下段）。横軸は 1時間降水量の閾値を表す。左図の青線は
CNTL、赤線は TESTをそれぞれ表し、右図は TESTと
CNTLの差 (TEST-CNTL)を示す。

図 2.3.43 夏期間における気温の鉛直プロファイル (FT=10)
の対ゾンデ検証結果。上段は平均誤差 (ME)、下段は二乗
平均平方根誤差 (RMSE)。青線は CNTL、赤線は TEST
をそれぞれ表す。

下層気温のRMSEは中立もしくはやや改善傾向である
ことを確認した。
冬期間の気温プロファイルの対ゾンデ検証結果を図

2.3.44に示す。平均誤差 (ME)から、TESTで対流圏
下層の低温バイアスが縮小することが確認できる（左
図）。変更のインパクトが大きかった 925 hPa面に着
目してリードタイム別のRMSEを比較すると、全ての
予測期間で TESTの RMSEが改善している（右図）。
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図 2.3.44 冬期間における気温の鉛直プロファイルの対ゾン
デ検証結果。左図は FT=10でのME、右図は 925 hPaに
おけるリードタイム別の RMSE をそれぞれ示している。
青線は CNTL、赤線は TESTをそれぞれ表す。

図 2.3.45 夏期間における比湿の鉛直プロファイルの対ゾン
デ検証結果。左図が FT=0での RMSEの CNTLとの差、
中央、右図が 925hPa におけるリードタイム別の RMSE
（青:CNTL、赤:TEST）とRMSEのCNTLとの差をそれ
ぞれ示す。

この改善には、鉛直層増強により下層の鉛直解像度が
上がったことと、Leonard項の導入による乱流輸送の
高度化が寄与したと考えられる。
比湿について、夏期間の比湿プロファイルの対ゾン
デ検証結果を図 2.3.45に示す。左図にあるように、予
報初期から下層で RMSEの悪化が見られる。925 hPa

面のリードタイム別のRMSEを比較すると（中央、右
図）、予報前半で対流圏下層のRMSEの差が拡大する。
太平洋上や大陸乾燥域で予報初期の下層比湿が CNTL

よりも多くなる傾向があり、対応する地点でのゾンデ
検証で RMSEが拡大することを確認した（図略）。接
地層フラックス診断手法や地表面定数の変更が影響し
た可能性があり、海上の潜熱フラックスや乾燥域の蒸
発散プロセスに改良の余地があると考えられる。
地上要素については図 2.3.41で見たように夏期間、
冬期間ともにすべての要素で改善した。図 2.3.46に冬
期間の地上風速・気温の対アメダス検証結果を対象時刻
(UTC)別に示した。地上風速については全ての対象時
刻で正バイアスが軽減され、RMSEも減少している。
地上気温はこれまで冬季の夜間に負バイアスが見られ
ていたが、TESTでは大幅に解消しており、RMSEも
夜間を中心に縮小する。夏期間についても同様の誤差
軽減を確認した。これらの改善には、鉛直層増強によ
り最下層高度が低くなったことや地表面定数の変更が
主に寄与している。また、夜間の地上気温改善は強安
定時の普遍関数変更に拠るところが大きい。

図 2.3.46 冬期間における地上風速（上段）、気温（下段）
の対アメダス検証結果（左図: ME、右図: RMSE）。横
軸は対象時刻 (UTC)に対応する。青線は CNTL、赤線は
TESTをそれぞれ表す。

2.3.4.4 まとめ及び今後の課題
数値予報開発センターでは、2021年 3月の現業化に
向けて局地モデルの鉛直層数を 58層から 76層に増強
するとともに、局地数値予報システムの物理過程の改
良に取り組んでいる。2020年 3月にメソモデルに導入
した改良項目 (第 2.2.8項)について、局地モデルでの
有効性を検討し、予測精度の向上が確認されたものに
ついて取り入れるとともに、乱流輸送や地表面過程を
中心に新規の改良を行った。その結果、夏期の降水量
や地上気象要素を中心に全般的に予測精度が改善する
ことを確認した。鉛直層増強により、とくに大気下層
で鉛直解像度が向上したことで地上気象要素の改善に
寄与している。一方で、下層の比湿が改悪傾向であり
課題が残る。大陸乾燥域の蒸発散プロセスや海上での
潜熱輸送・降水過程など、予測精度向上に向けての今
度の見直しが必要である。
「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、
明るいうちからの避難等、早期の警戒・避難を実現する
ために、線状降水帯を含む集中豪雨の予測精度向上を
重点計画として掲げており、局地モデルの予報時間延
長や水平高解像度化を計画している。モデルの高解像
度化は積乱雲等の表現向上に貢献するものの、豪雨予
測の精度向上のためには、高解像度化のみならず、積
乱雲等に関わる物理過程の精緻化や対流を発生させる
環境場の再現性向上が欠かせない。このため、高解像
度モデルに見合った物理過程についての調査・改良を
継続的に実施することが重要である。
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2.3.5 観測データの新規導入と利用法の改良
2.3.5.1 はじめに
初期値の解析精度向上は数値予報の予測精度向上に
重要であるため、新規観測データの導入（追加利用）や
利用中の観測データの利用手法改良などが継続的に行
われている。
　本項では、これらの改良に関して現在進められてい
る主な開発の進捗を報告する。

2.3.5.2 航空機気温バイアス補正の改良
気象庁では、民間航空機の気温や風等の気象観測デー
タを入手して、数値予報の初期値解析に利用している。
航空機の気温観測データには、ラジオゾンデの観測等
と比較して機体ごとのバイアスが存在することが知ら
れており (Ballish and Kumar 2008)、データ同化に使
用するためには適切に補正して利用する必要がある。
　 2021年 2月現在の気象庁の全球解析及びメソ解析
では、月に 1度航空機毎に 1か月分の気温データの観
測値－第一推定値（D値）を集計し、それを基に航空
機毎・高度毎のバイアス補正量を算出して次月の航空
機の気温データの補正に利用している (酒匂 2010; 太
田 2020)。しかしながら、本手法には以下のような課
題がある。

• 補正量の更新は月に 1回であり、バイア
ス傾向が月の途中で変化しても次月まで
補正値が更新されない。

• 前月の機体・高度毎のデータ数が 80以
上の場合のみ補正量が計算される。デー
タ数が必要数に満たない場合は、補正量
が計算されないため、バイアス補正なし
で利用される。

• 前月に観測がなければ、その機体のバイ
アス補正値は 0となる。

　これらの課題を解決するため、航空機気温データの
バイアスの推定値をカルマンフィルタにより導出する
ことを検討している。カルマンフィルタは、大きく分
けて予測ステップとフィルタリングステップの 2つの
ステップから成り立っている。
予測ステップでは、航空機気温データのバイアス推
定値を β̂、誤差共分散を P ,D値の誤差共分散をDと
し、これらの変数の時刻 k − 1から kへの予測を次式
で仮定することとする。

β̂¯
a,l,p (k) = β̂a,l,p (k − 1) (2.3.8)

P¯
a,l,p (k) = Pa,l,p (k − 1) + U (2.3.9)

D¯
a,l,p (k) = Da,l,p (k − 1) (2.3.10)

ここで、β̂¯は β̂の事前推定値である。aは個別の航空
機、lは飛行高度、pは飛行状態を示している。なお、

図 2.3.47 カルマンフィルタを用いた手法（上）と現行の手
法（下）の比較。高度 200hPa付近、飛行状態が巡航のあ
る航空機に適用されるバイアス補正の例。上図の黒線は D
値平均、上図の赤線と下図の青線はバイアス補正値である。

ここでは飛行状態を上昇、巡航、下降の 3つに分類す
る。U はシステムの調整パラメータで、適当な定数を
一律に与える。
フィルタリングステップでは、β̂,P 及び D の時間
更新を行う。解析時刻 kの同化ウィンドウ内に観測さ
れた気温データの D 値を da,l,p,n (k) とすると、その
時間平均 ba,l,p (k) を用いて、β̂a,l,p (k),Pa,l,p (k)及び
Da,l,p (k)を下記の式により時間更新する。

β̂a,l,p (k) =β̂¯
a,l,p (k) +G

(
ba,l,p (k)− β̂¯

a,l,p (k)
)

(2.3.11)

Pa,l,p (k) = (1−G)P¯
a,l,p (k) (2.3.12)

Da,l,p (k) = rD¯
a,l,p (k)

+ (1− r)
(
ba,l,p (k)− β̂¯

a,l,p (k)
)2 (2.3.13)

G =
P¯
a,l,p (k)

P¯
a,l,p (k) +Da,l,p (k)

(2.3.14)

ba,l,p (k) =
1

N

N∑
n=1

da,l,p,n (k) (2.3.15)

Gはカルマンゲイン、N は観測データ数である。rは、
1日 4回の解析時刻のうち 2回観測データが入電した
場合に約 1ヶ月で更新されるよう、59/60とすることを
検討している。ここで求めた β̂a,l,p (k)をバイアス補正
値とし、気温観測値から差し引くことでバイアス補正
を実施する。
次に、カルマンフィルタによる状態推定が正しく行わ
れているかを確認する。図 2.3.47に開発中のカルマン
フィルタによって推定された気温バイアス補正値（上）
と現行の手法のバイアス補正値（下）を示す。調整パ
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図 2.3.48 赤外バンドの AMV 高度の残差統計の時系列（GOES-17 - GOES-16）。左図は平均値（hPa）、右図は標準偏差
（hPa）を示しており、横軸は日付、縦軸は観測時刻（UTC）である 。灰色部分はサンプルがないことを示している。図の赤
枠は GOES-16 AMVとの品質の違いが顕著に見られた時間帯である。

ラメータ U を 0.001とし、D には初期値として 2年間
分の全航空機の高度・飛行状態別の平均値を与えた。
　現行の手法では、観測データ数が規定値に足りなかっ
た 2019年 2月、3月はバイアス補正値が 0となってバ
イアス補正が適用されずに気温データが解析に使用さ
れた。
　一方、カルマンフィルタを用いた手法では解析時刻
ごとに最新の観測値を反映したバイアス補正値が計算
されているのが分かる。また、入電の一時中断後も中
断前の補正値が適用され、その後のバイアス傾向の変
化にも適切に追随しており、現行手法の問題点が改善
されていることが分かる。
　上述の定式化をベースとした航空機の気温バイアス
補正スキームを全球解析に実装して性能評価試験を実
施したところ、これまでの手法に比べて航空機の気温
のD値バイアスの減少、解析精度の向上、予報初期を
中心とした予報精度の改善傾向を確認した（図略）。

2.3.5.3 全球解析における GOES-17データの利用
全球解析では、静止気象衛星から得られる晴天輝度
温度 (CSR: Clear-Sky Radiance) ならびに大気追跡
風 (AMV: Atmospheric Motion Vector)のデータを利
用している。本年報においては、米国の静止気象衛星
GOES-16 CSR及び AMVの利用開始について、それ
ぞれ第 2.2.1 項と第 2.2.9 項に示した。米国では、米
国大陸東側を観測するGOES-E(East)と西側を観測す
るGOES-W(West)の 2機の静止衛星を運用している。
2017年 12月からGOES-EとしてGOES-16が運用さ
れており、2019年 2月には GOES-Wが GOES-15か
ら GOES-17に切り替えられた。
　これに対応するため、新たに配信された GOES-17

の観測データの利用の開始に向けて開発を進めている。
GOES-17 は、GOES-16 と同型の新世代衛星であり、
搭載されている可視赤外放射計 (ABI)は、ひまわり 8

号および 9 号に搭載されている AHI とも同型のセン
サーである。ただし、GOES-17は衛星内部の冷却装置
に不具合があり、特定の季節・時刻において、観測デー
タの品質が低下する問題がある。
　 GOES-17の CSRの試験データは 2019年から配信

されていたものの、この不具合による低品質データを除
去したデータの配信は、2020年 2月からであった。低
品質データとして多く除去されるのは、食期間（3月お
よび 9月）の前後（1～2月、4～5月、7～8月および 10

～11月）の 12UTC付近のデータである。低品質デー
タ除去後の配信データの品質を調査したところ、その
品質は GOES-16のデータと同程度であり、特別な品
質管理処理の追加は必要ないことを確認した。2020年
の夏期間を対象とした性能評価試験の結果、GOES-16

CSRと同様に、GOES-17観測領域において、対流圏
の水蒸気や気温に感度のある他の観測データと第一推
定値との整合性の向上が確認されている。
　 GOES-17 の AMV についても冷却装置の不具合
による影響を確認するため、GOES-16 と観測範囲が
重なる領域で両者を比較することで品質確認を行っ
た。図 2.3.48に、赤外のGOES-17 AMVとGOES-16

AMVの気圧高度の差（GOES-17－GOES-16）の平均
値（左）と標準偏差（右）の時系列図を示す。GOES-17

AMVでは、画像品質の低下する食期間の前後の数か月
間の 12UTC前後で、GOES-16 AMVとの差異（低高
度バイアス）が大きくなる時間帯があることが分かっ
た。これらの季節や時間帯では、GOES-17 AMVの品
質の低下が予想されるため、11UTCから 16UTCの時
間帯のデータを通年でデータ同化に利用しないことを
検討しているところである。

2.3.5.4 全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダ
の全天同化センサーの拡充

衛星に搭載されたマイクロ波センサーの、雲・降水域
を含む輝度温度データの全天同化の開始について、第
2.2.3項に示した。その際に、全天同化への移行につい
て十分な調査や評価が未完了であったいくつかのマイ
クロ波水蒸気サウンダについては、引き続き晴天域のみ
のデータを利用中である。これらのセンサーについて、
現在、全天同化への切り替えを進めている。対象とす
る衛星/センサーは、Suomi-NPP,NOAA-20/ATMS、
DMSP-17,18/SSMIS、Megha-Tropiques/SAPHIR、
FY-3C/MWHS2で、いずれも水蒸気の吸収帯 183GHz

付近のチャンネルを全天同化とする。また、同化チャ
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ンネルには問題がないものの、雲・降水の量を表すパ
ラメータの算出 (2.2.5) 式に用いるチャンネルの故障
により、利用できなくなっていた Metop-A/MHS に
ついて、別のチャンネルを用いた代替的なパラメータ
算出手法により、全天同化での利用を再開する。
　性能評価試験の結果、対流圏中上層の水蒸気場を中
心に、予測精度の改善が見られた。

2.3.5.5 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サ
ウンダ IASIのデータセット移行

欧州の極軌道気象衛星Metopに搭載されているハイ
パースペクトル赤外サウンダ IASIには 8461のチャン
ネルがあり、そのうちの数百チャンネルを抽出したサ
ブセットデータが、数値予報での利用を目的として作
成・配信されている。気象庁では現在、米国海洋大気庁
(NOAA)/米国環境衛星資料情報局 (NESDIS)が作成・
配信している、616チャンネルのデータセットを利用
しているが、同様に利用可能な、欧州気象衛星開発機
構 (EUMETSAT)が作成・配信している 500チャンネ
ルのデータセットも取得している。500チャンネルの
データセットには、衛星運用機関が軌道一周分のデー
タをまとめて処理した「全球データ」の他、世界各地の
衛星データ利用機関が、衛星から直接ダウンリンクし
た受信局周辺のデータを処理し、交換することによっ
て得られる「直接受信データ」（気象衛星センターでの
直接受信も含む）も含まれている。「直接受信データ」
は観測から入電までの時間が短いことから、500チャ
ンネルデータセットの利用により、速報解析での利用
データ数の増加が見込まれる。
　 616チャンネルデータセットと 500チャンネルデー
タセットには、それぞれ共通して選択されているチャ
ンネルもあれば、どちらかにしかないチャンネルもあ
る。同化や品質管理に使用しているチャンネルのうち、
共通のチャンネルについてはそのまま移行し、500チャ
ンネルデータセットにないチャンネルについては、荷
重関数や品質管理での利用方法を考慮し、機能の相当
するチャンネルを選定した。また、データセットの移
行とともに、最新の解析予報システムに合わせた観測
誤差などのパラメータ再設定、上層に感度のあるチャ
ンネルのグロスエラーチェック閾値の変更などを適用
した。
　性能評価試験の結果、616チャンネルデータセット
を使用した場合と同程度の予測精度であり、問題なく
データセットの移行ができていることを確認している。

2.3.5.6 レーダー更新に伴う品質調査
気象庁では、現在気象レーダーの更新を順次進めてお
り、2020年 3月に東京の気象ドップラーレーダー（以
後、東京レーダー）と福岡空港の空港気象ドップラー
レーダー（以降、福岡 DRAW）が更新された。東京
レーダーは二重偏波化とスキャンシーケンス変更、福
岡 DRAWはスキャンシーケンス変更が行われた。二

表 2.3.2 ドップラー速度の D値の周辺レーダーとの比較
　　　　　　　　（東京レーダー）

サイト名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s)

東京 -0.16 2.8

長野 -0.16 3.2

静岡 -0.04 3.0

表 2.3.3 ドップラー速度の D値の周辺レーダーとの比較
　　　　　　　　（福岡 DRAW）

サイト名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s)

福岡 DRAW -0.14 2.9

福岡 0.07 3.0

重偏波レーダーは、水平と垂直の二重の電波で観測す
ることによって降水の特徴を捉え、従来のレーダーと
比べてより正確に降水強度を観測することが可能であ
る。
　気象庁のデータ同化では、レーダー反射強度をメソ
解析、局地解析に、ドップラー速度をメソ解析、局地
解析、毎時大気解析に使用している。レーダー反射強
度は観測値をそのまま利用しておらず、カーネル密度
推定によって相対湿度に変換した上で使用している (幾
田 2015)。
　更新後の東京レーダーと福岡DRAWのドップラー速
度のデータ品質を調査するため、それぞれの周辺レー
ダーとD値の統計値を比較した（統計期間は 2020年 4

月 11日から 2020年 5月 20日）。調査結果を表 2.3.2、
表 2.3.3に示す。表から、東京レーダーと福岡 DRAW

のドップラー速度はともに周辺レーダーの D値平均、
標準偏差との差が小さく、ほぼ同等の品質を持ってい
ることが確認できたため、2020年 10月 22日から現業
での利用を再開した。
　一方、東京レーダーの反射強度を周辺レーダーの反
射強度と比較したところ、特性に変化が見られた（図
略）。更新後の東京レーダーの反射強度は強雨等によっ
て発生する降雨減衰が補正された上で通報されるよう
になり、単偏波のレーダーに比べて通報されるレーダー
反射強度が強くなったためと考えられる。このような
観測特性の変化がデータ同化に与える影響を調査中で
ある。

2.3.5.7 メソ解析におけるMetop-Cデータの利用
EUMETSATが運用する極軌道衛星Metopには、数
値予報で利用可能な様々なセンサーが搭載されている。
最新のMetopシリーズ衛星であるMetop-Cは 2018年
11月 7日に打ち上げられた。
　 Metop-C に搭載されたマイクロ波気温サウンダ
AMSU-Aおよびマイクロ波水蒸気サウンダMHSの、
全球解析での利用については、第 2.2.11項に示した。
これらのセンサーについて、メソ解析においても利用
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に向けた開発を進めている。全球解析と同様、AMSU-

AやMHSは既に他の衛星のデータが使用されており、
また全球解析での利用開始時に、Metop-Cデータにつ
いても他衛星と同程度の品質が確認されていることか
ら、他衛星と同設定での利用を開始する。なお、全球
解析では全天同化で利用中のMHSは、メソ解析では
晴天同化で利用中で、全天同化への移行は今後の開発
課題となっている。性能評価試験の結果、対流圏中上
層の水蒸気に感度のある CSRや、他衛星の AMSU-A

やMHSについて、観測値と第一推定値の整合性が向
上することを確認した。予測精度については概ね中立
であった。
　 Metop-C に搭載されたマイクロ波散乱計 ASCAT

の、全球解析での利用については第 2.2.4項に示した。
メソ解析での利用についても、現在開発を進めてい
る。 AMSU-A や MHS と同様、ASCAT も Metop-

A, Metop-B搭載の ASCATがすでにメソ解析に使用
されており、Metop-C/ASCATもこれらと同程度の品
質であることから、同様の品質管理処理を適用して性
能評価試験を実施した。しかし、夏実験（実験期間：
2020年 7月 1日～2020年 7月 31日）において、予報
時間 24時間以降の雨の予測精度が悪化したため、デー
タ間引き手法等を変更して影響を調査しているところ
である。

2.3.5.8 メソ解析におけるマイクロ波サウンダ ATMS
の利用

NOAA が運用する、次世代現業極軌道衛星 JPSS

(Joint Polar Satellite System)シリーズ衛星の Suomi-

NPP (Suomi National Polar-orbiting Partner-ship)お
よびNOAA-20には、マイクロ波サウンダATMS (Ad-

vanced Technology Microwave Sounder)が搭載されて
おり、全球解析で利用されている (平原 2017; 村田・亀
川 2020)。全球解析での利用に引き続き、メソ解析に
おいても ATMSの利用に向けた開発を行っている。
　 ATMSは、米国の現業極軌道衛星シリーズ NOAA

や欧州の現業極軌道衛星シリーズMetop等に搭載され
た気温サウンダAMSU-Aおよび水蒸気サウンダMHS

の後継センサーで、これらのセンサーと概ね同等の波長
帯を合わせた 22チャンネルで構成されている。ATMS

の利用により、AMSU-AやMHSと同様、対流圏にお
ける気温や水蒸気の鉛直分布の改善が期待される。
　 ATMSならびに、AMSU-AやMHSを搭載する極
軌道衛星は、衛星が通過する地方時がほぼ同じになる
ような太陽同期軌道で運用されていることから、特に
メソ解析では、解析時刻によって通過する衛星が概ね
決まっている。ATMSを搭載する Suomi-NPPおよび
NOAA-20は、午後軌道（日中は午後、夜間は未明に
通過する）で運用されており、これまで AMSU-Aや
MHS が通過しない時間帯においてデータが得られる
ことから、AMSU-AやMHSと合わせて利用すること

で、安定的な解析・予測精度の維持が期待できる。
　性能評価試験を実施し、品質管理やバイアス補正、
解析結果の確認をしているところである。

2.3.5.9 まとめと今後の予定
ここで述べた観測データの導入・改良のうち、全球
解析に関する項目については、2021年 3月に計画され
ている全球モデルおよび全球解析の変更の後、2021年
6月頃の適用に向けて準備を進めている。また、メソ
解析に関する項目についても、2021年中の適用に向け
て開発を進めている。上記では述べていないが、局地
解析についても、メソ解析同様、未利用である ATMS

やMetop-Cデータの利用に向けた開発を進める予定で
ある。
　次年度以降に関しては、全球解析では、放射伝達モ
デル RTTOVの更新、観測誤差・観測密度最適化、航
空機湿度データ利用、Dual Metop AMV の利用を主
な開発項目として導入を目指している。また、メソ解
析では、マイクロ波センサーの全天同化、ハイパース
ペクトル赤外サウンダの利用、船舶GNSS可降水量の
同化、レーダー偏波パラメータの同化を目指している。
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2.3.6 統合型ガイダンス

表 2.3.4 統合型降水ガイダンスの仕様
資料形式 5 km格子 (120∼150E, 20∼50N)

作成要素

3時間平均降水量ガイダンス
1時間最大降水量ガイダンス
3時間最大降水量ガイダンス
24時間最大降水量ガイダンス

予報時間
3（24時間最大降水量ガイダンスは 24）
時間先から 3時間毎 39（00, 12UTC初
期値は 51）時間先まで

表 2.3.5 統合型気温・風ガイダンスの仕様
資料形式 地点形式（アメダス地点を対象）

作成要素

時系列気温ガイダンス
最高・最低気温ガイダンス
定時風ガイダンス
1時間最大風速ガイダンス

予報時間
1時間先から 1時間毎 39（00, 12UTC

初期値は 51）時間先まで

2.3.6.1 はじめに
数値予報モデル基盤技術開発室では理化学研究所革
新知能統合研究センター（理研 AIP）との共同研究に
より、複数の数値予報結果を AI技術によって最適に
組み合わせる「統合型ガイダンス」の開発を行ってい
る（第 2.1.7項）。これまでに気象庁側で降水、気温及
び風についてGSM, MSM, LFMガイダンスを用いて、
開発のベースとなる算術平均による統合型ガイダンス
（第 2.3.6.2小節）を作成し、いずれも既存のガイダン
スと比較して予測精度が向上することを確認している
（第 2.3.6.3小節）。
本運用開始（令和 4年度以降を想定）に向け、引き
続き AIを活用した統合手法について共同研究の成果
を取り入れることを念頭に開発を継続しているが、庁
内利用者からのフィードバックを受けることで、より
有用性・利便性の高い情報を提供できるよう、2020年
8月 18日に部内試験運用を開始した。ここでは部内試
験運用開始時の統合型ガイダンスの作成手法及び予測
結果の検証結果について紹介する。

2.3.6.2 部内試験運用での統合型ガイダンス作成手法
統合型ガイダンスでは、最終的に降水、気温、風及
び降雪の四つの要素の作成を予定しているが、部内試
験運用開始時点では降雪を除く三つの要素を作成して
いる。これら三つの要素の基本的な仕様を表 2.3.4、表
2.3.5に示す。
部内試験運用開始時点での統合処理には算術平均を
用いている。統合処理の選定にあたって、平均絶対誤
差を用いた加重平均による統合 (Woodcock and Engel

図 2.3.49 統合型降水ガイダンスの作成概要。破線の内側が統
合型ガイダンスの予測要素（四角）と中間製品（楕円）。グ
レイハッチ部分の処理はMSM降水ガイダンス作成と同じ
手法 (白山 2018, 2019)を用いているが、RATIOのニュー
ラルネットワークの説明変数は、MSMではなくGSM（ダ
ウンスケーリングなし）、MSM 及び LFM の算術平均を
利用する。

2005)及びベイズモデル平均による統合 (Raftery et al.

2005; Sloughter et al. 2007)についても調査したが、算
術平均と同程度か僅かに改善する程度であったことか
ら（図略）、将来的に AIを用いた統合に置き換えるこ
とを考慮し、実装が容易で作成・維持コストの低い算
術平均を採用した。統合部分以外の処理では頻度バイ
アス補正やニューラルネットワークといった従来のガ
イダンスで利用している機械学習手法を用いるととも
に、降水のダウンスケーリングでは最新の深層学習に
よる手法も活用している。
部内試験運用の統合型ガイダンス作成は GSMガイ
ダンス作成後及びMSMガイダンス作成後に実行する。
GSMガイダンスは 1日 4回、MSMガイダンスは 1日 8

回作成されるため、統合型ガイダンスは 1日 12回作成
される。初期値の区別のため、00UTC初期値のMSM

ガイダンス作成後に実行した統合型ガイダンスを 00m

初期値、00UTC初期値のGSMガイダンス作成後に実
行した統合型ガイダンスを 00g初期値と呼ぶ。各初期
値における統合対象は表 2.3.6のとおり。

(1) 降水ガイダンス
統合型降水ガイダンスの作成プロセスを図 2.3.49に
示す。統合はGSM, MSM, LFMの 3時間平均降水量ガ
イダンス (MRR3) に対して格子毎に算術平均を行う。
MSM, LFMガイダンスのMRR3は 5 km格子である
のに対しGSMガイダンスは 20 km格子である。これ
らの解像度を等しくするために、統合に先駆け解像度
変換が必要となる。そこで、深層学習を用いたダウン
スケーリングにより 5 km格子データを作成する。ダウ
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表 2.3.6 統合型ガイダンスの各初期値における統合元初期値 (UTC)。例として 00m初期値の統合型ガイダンスは、前日 18UTC
初期値の GSMガイダンス、00UTC初期値のMSMガイダンス及び 00UTC初期値の LFMガイダンスを統合する。
統合型ガイダンス 00m 00g 03m 06m 06g 09m 12m 12g 15m 18m 18g 21m

GSMガイダンス 前日 18 00 00 00 06 06 06 12 12 12 18 18

MSMガイダンス 00 00 03 06 06 09 12 12 15 18 18 21

LFMガイダンス 00 00 03 06 06 09 12 12 15 18 18 21

ンスケーリング手法は Lim et al. (2017)による EDSR

(Enhanced Deep Super-Resolution network)を基に実
装している。統合後の値 (MRR3M) はランダム誤差の
軽減によりRMSEの改善が期待されるが (高田 2018)、
統合元の強雨域の位置が互いにずれていると統合後の降
水が弱く表現され、BI及び ETSの低下が懸念される。
そこで強雨の出現頻度が低下しないよう、MRR3Mを頻
度バイアス補正することで最終的なMRR3とする。統
合型の 1時間最大降水量ガイダンス (RMAX31)及び 3

時間最大降水量ガイダンス (RMAX33)はMRR3から、
白山 (2018)に記載したMSMガイダンスのRMAX31,

RMAX33と同様の方法で作成する。24時間最大降水量
ガイダンス (RMAX24)はMRR3Mを 24時間積算した
もの (MRR24A) から、白山 (2019)に記載したMSM

ガイダンスの RMAX24と同様の方法で作成する。

(2) 気温ガイダンス
統合型気温ガイダンスは時系列気温ガイダンス

（GSM, MSM, LFMガイダンス15を算術平均）及び最
高・最低気温ガイダンス（GSM, MSMガイダンス16を
算術平均）の二つを作成している。
統合元の時系列気温ガイダンスと最高・最低気温ガイ
ダンスはそれぞれ独立に作成するため、互いに矛盾が
生じる場合がある。これを避けるため、統合元のGSM,

MSM気温ガイダンスでは整合処理を導入しているが、
統合型ガイダンスの場合、時系列気温ガイダンスでの
み統合元に LFMガイダンスを利用しているため、整
合処理後のガイダンスを統合しても統合後の値に矛盾
が生じる場合がある。これを回避するため、整合処理
前のガイダンスを統合し、統合後に改めて整合処理を
行う処理を 2021年 2月に導入した。

(3) 風ガイダンス
統合型風ガイダンスは 1時間定時風ガイダンス及び

1時間最大風速ガイダンス（以下、単に定時風ガイダン
ス及び最大風速ガイダンス）の二つを、GSM, MSM,

LFMガイダンス17の算術平均で作成する。このときベ

15 LFM時系列気温ガイダンスは開発中のものである。
16 LFM最高・最低気温ガイダンスは作成していない。最高
気温は 00∼09UTC、最低気温は 15∼00UTC を予測対象と
しており、初期時刻によっては LFMの 10時間予報で予測
対象をカバーできないためである。

17 GSM, MSM 風ガイダンスには 3 時間値がプロダクトと
なっているものがあるが、統合には中間製品の 1時間値を利
用する。LFM風ガイダンスは開発中のものである。

クトル平均ではなく、風速は風速同士の算術平均で18、
風向は単位ベクトル同士の平均で求める。この手法は
メソアンサンブル風ガイダンスで採用されている手法
と同等のものである (井藤 2019)。また、最大風速ガイ
ダンスが定時風ガイダンスの風速より小さい場合は、
定時風ガイダンスに揃える処理を行っている。このよ
うな不整合が生じるのは統合元に整合処理前の中間製
品である 1時間値を使っているためである。

2.3.6.3 検証結果
2018年 6月 5日～2020年 6月 4日の 2年間の検証
結果を示す。各図の ETS, BIの信頼区間はブートスト
ラップ法による 95%信頼区間を示している。また、初
期値により予報時間が異なるが、39時間先までを検証
対象とすることで統一している。

(1) 降水ガイダンス
統合型降水ガイダンスの対 MSM 降水ガイダンス

ETS, BI検証を図 2.3.50に示す19。MRR3ではMSM

ガイダンスと比較して全ての閾値でETSを改善してお
り、BIについても強雨域でやや過小傾向なものの概ね
1付近となっている。RMAX33についても全ての閾値
で ETSを改善し、弱雨域を除き BIも 1に近づく傾向
である。RMAX31, RMAX24でも多くの閾値で ETS

を改善している。
続いて MRR3の旬別検証を図 2.3.51に示す。弱い
降水（1 mm/3h閾値）の ETSはほぼ一年を通じて改
善傾向にあるが、10 mm/3h閾値では夏季を中心に対
MSMガイダンスで改善していないことがわかる。事
例を詳しく見ていくと、短時間強雨など強雨域が狭く
予測のばらつきによる位置ずれの影響を受けやすい場
合に、統合元と比較して降水が弱く表現されることが
あり、これが夏季強雨のスコアを改善できない原因と
考えられるとともに、BI低下の一因にもなっていると
考える。

18 例として風速が同じで風向が θだけ異なるベクトル v1, v2

(|v1|= |v2|= v)のベクトル平均を考える。統合後の風速は
v| cos(θ/2)|で必ず v 以下になる。仮に統合元ガイダンスの
風速予測が適切だったとしても、風向差があると必ず過小に
なるため、強風捕捉という点で望ましくない。風速同士の平
均ではこの問題は生じない。

19 白山 (2018)、白山ほか (2019)では多くの場合 GSMガイ
ダンスより MSM ガイダンスの方が予測精度が高いことが
示されており、ここでは対MSMガイダンスの結果だけを示
す。
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図 2.3.50 MRR3（左上）、RMAX31（右上）、RMAX33
（左下）、RMAX24（右下）の閾値別 ETS及び BI検証結
果。対 MSM ガイダンス検証のため 00m, 03m 等初期値
で検証。実線が ETSで破線が BI。赤が統合型ガイダンス
(TEST) 。青がMSMガイダンス (CNTL) 。

図 2.3.51 MSMガイダンス (青線：CNTL)と統合型ガイダ
ンス (赤線：TEST) の旬別検証。対 MSM ガイダンス検
証のため 00m,03m 等のみで検証。棒グラフは ETS 差分
(TEST-CNTL)。

(2) 気温ガイダンス
図 2.3.52 に時系列気温ガイダンスの予報時間別

RMSE検証及び最高・最低気温の大外し（3 ℃以上）
事例数を示す。いずれも統合元ガイダンスを大きく改
善する傾向である。特に時系列気温ガイダンスで LFM

ガイダンスが統合される予報時間 10時間以前とそれ以
外に着目すると、予報時間 10時間以前でGSM, MSM

ガイダンスに対する改善幅が大きい。
顕著事例の検証として図 2.3.53に 2018年夏の最高・
最低気温ガイダンスMAX2（二日目の最高気温）の検
証結果を示す。ETS検証を見ると 35 ℃未満で統合型ガ
イダンスの予測精度がよいが、35 ℃を超えるとMSM

ガイダンスを上回っていない。地点別 RMSE 改善率

図 2.3.52 時系列気温の予報時間別 RMSE検証（左）及び
最高・最低気温の 3 ℃外し事例数（右）。

図 2.3.53 2018年夏の最高・最低気温ガイダンスMAX2（二
日目の最高気温）の ETS検証（左）並びに 30 ℃以上（右
上）及び 35 ℃ 以上（右下）に限定した対 MSM 地点別
RMSE改善率。改善率はMSMガイダンスの RMSEから
統合型ガイダンスの RMSEを減算したものを、MSMガ
イダンスの RMSEで除算したもの。

を見ると、統合型ガイダンスの ETS 予測精度がよい
30 ℃閾値の事例では全国的に改善（赤色）であるが、
気温が高くなりにくい北海道でMSMガイダンスを下
回っている地点（青色）が多い。また、MSMガイダン
スとスコアが逆転する 35 ℃閾値で見ると、高温になり
やすい関東内陸、濃尾平野、四国の太平洋側及び九州
に改善を示す赤色が多く分布している。すなわち、高
温になりやすい地点では 35 ℃閾値でも改善が見られ
るのに対し元々気温が上がりにくい地点では 30 ℃閾
値でも改善しない傾向となっており、その地点にとっ
ての顕著な高温事例に関しては、算術平均による統合
型ガイダンスで適切に予測できない可能性がある。

(3) 風ガイダンス
図 2.3.54 に統合型風ガイダンスの予報時間別風速

RMSE検証及び閾値別風速 ETS検証を示す。RMSE

検証では全ての予報時間で統合元ガイダンスを大きく
改善する傾向が見られる。また、気温の場合と同様に
LFM が統合されている予報時間 10 時間以前の方が
GSM, MSMガイダンスに対する改善幅が大きい。一
方 ETS検証を見ると 25 m/s以上の場合には GSMガ
イダンスの予測精度がよい。
図 2.3.55 に統合型風ガイダンスの予報時間別風向

RMSE検証を示す。風に関する全般的な話として風速
が弱い場合には風向が定まりにくく、そもそも統合元ガ
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図 2.3.54 風速の予報時間別 RMSE検証（左上:定時風、左
下:最大風）及び閾値別 ETS検証（右上:定時風、右下:最
大風）。

図 2.3.55 風向のRMSE検証。弱い風（左上:定時風 1.5 m/s
未満、左下:最大風 2.0 m/s未満）と弱い風以外（右上:定
時風 1.5 m/s以上、右下:最大風 2.0 m/s以上）で検証を
分けている。

イダンスの風向予測精度が高くない。このため、定時風
ガイダンスは 1.5 m/s、最大風速ガイダンスは 2.0 m/s

を基準として基準未満と以上の場合に分けて検証し、
弱い風を除いた検証で統合型ガイダンスが既存のガイ
ダンスを改善していることを確認している。なお、風
速の場合と異なり、LFMを統合している予報時間 10

時間以前で GSM, MSMガイダンスに対する改善幅が
小さくなる傾向が見られるが、防災上重要な予測要素
である風速では LFMを統合した方が改善幅が大きい
傾向であることから、統合型風ガイダンス全体として
は LFMを統合する整理としている。

2.3.6.4 今後の展望
数値予報モデル基盤技術開発室では引き続き理研AIP

との共同研究により、AIを活用して算術平均を上回る
予測精度の統合手法が開発されるよう協力を継続する。
検証結果でも示したとおり、算術平均では全般的なス
コア改善が見られるものの極端な気象事例の予測が難
しいことから、こうした場合に気象場に応じて特定の
モデルを選択的に利用できる統合手法が開発されれば、
さらなる予測精度向上に繋がる可能性がある。
来年度以降の開発予定は、図 2.1.3に示していると
おりである。今後は 132時間先までの予測についても
開発を進めるとともに、これまでの決定論的な予測に
加え確率情報を対象とするガイダンスについても開発
を行う。降雪ガイダンスについては引き続き開発を継
続し、令和 3年度の部内試験運用開始を目指す。また、
気温及び風での面的情報作成についても開発を進める
予定である。
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2.3.7 結合モデルの改良
2.3.7.1 はじめに
気象庁では 3か月予報、暖・寒候期予報、エルニー
ニョ監視速報の発表、及び全球アンサンブル予報シス
テム（全球EPS）への海面水温 (SST)の提供のために、
季節アンサンブル予報システム (季節 EPS)を運用し
ている。数値予報課地球システムモデル技術開発室で
は、気象研究所や気候情報課と協力し、2021年度の現
業化に向けて次期季節 EPS JMA/MRI-CPS3（Japan

Meteorological Agency / Meteorological Research In-

stitute - Coupled Prediction System version 3; 以下
CPS3）の開発を進めている。
CPS3は、大気、陸面、海洋および海氷の時間発展
を予測する。システムを構成する 2つのサブモデル－
大気と陸面を予測する GSM(Global Spectral Model;

Yonehara et al. 2020)と、海洋および海氷を予測する
MRI.COM (Meteorological Research Institute Com-

munity Ocean Model; Tsujino et al. 2017)－の間で
は、SSTや海上風といった大気海洋境界での予報変数
を交換しながら積分を進める。
このシステムは、次の各初期値を作成し、結合モデ
ルによる予測を行う（図 2.3.56）。

• 大気初期値：次期大気再解析 (JRA-3Q)を使用、大
気初期摂動は成長モード育成（Breeding of Grow-

ing Mode以下BGM）法（Toth and Kalnay 1993,

1997, 経田 2006）で作成
• 海洋初期値：JRA-3Qを外力として次期海洋解析
（MOVE/MRI.COM-G3（以下 MOVE-G3））で
作成

• 地表面初期値：JRA-3Qを外力としてオフライン
地表面解析で作成

なお、2020年 12月現在では CPS3の予測性能を評
価する再予報試験の最中であるため、本項では現在の
ルーチン季節EPS（JMA/MRI-CPS2、以下CPS2：高
谷・石川 2015; Takaya et al. 2018）の課題に対応させ
る形式で CPS3の開発概要を中心に述べる。

2.3.7.2 現行システム CPS2 の課題と次期システム
CPS3の開発概要

季節 EPSで予測した SSTは、2段階 SST法 (高倉・
小森 2020)を通して全球 EPSの主に 3・4週目に寄与
しているため、季節内変動の予測精度も重要となる。
CPS3に向けて開発するにあたり、以下に挙げる課題
があった。　

1. 結合モデル予測における基本場の再現性と年々変
動の精度向上、及び季節内予測の精度向上

2. 西岸境界流や中規模渦による熱輸送、熱帯不安定
波動など海洋変動の予測表現が不十分

3. 海洋モデル初期値の不十分な解像度と予測初期の
ドリフト（海洋の初期ショック）

4. 海氷初期値は観測データを同化していないため、
年々変動が適切に表現されない

5. 海洋・海氷初期値のバイアス軽減のため、JRA-55

による海面強制力にバイアス補正を必要とする

6. アンサンブル予測のスプレッド不足

7. 初期値作成を 5日毎に行うことによるシステムの
複雑さ

8. 気象庁の「2030年に向けた数値予報技術開発重点
計画」における社会経済活動への貢献として、段
階的な地球システム要素の導入

これらの課題に取り組むべく、CPS3では大気モデ
ル・海洋モデル・初期条件・アンサンブルメンバーの構
成に対して、様々な改良や高度化を行った（図 2.3.57）。
まず、課題 1に対しては、大気モデルを 2020年 3月に
現業化された気象庁全球モデル (GSM2003; Yonehara

et al. 2020)に対して海洋結合化を実施した。しかし、
放射収支の不均衡による海面水温の低温ドリフトやエ
ルニーニョ・ラニーニャ現象の非対称性が再現されない
などの課題が明らかとなったため、積雲・雲スキームを
含む各物理過程を改良した。CPS2に対する改善の例
として、2001年から 2007年の 7年積分による赤道波
解析結果を図 2.3.58に示す。開発中の CPS3は、現行
システム CPS2と比べて、季節内変動も含めた様々な
時空間スケールで赤道波の表現が改善していることが
分かる。また、予測初期に見られる夏季ユーラシア大
陸上の地上気温高温バイアスの改善のため、JRA-3Q

を大気強制力としたオフライン地表面解析初期値を導
入した。
課題 2に対しては、海洋モデルの解像度を CPS2の
渦無し解像度 (水平格子間隔 1x0.3-0.5度)から渦許容
解像度 (水平格子間隔 0.25度)にまで引き上げること
で、海洋の渦熱輸送の再現性向上を図った。これによ
り、赤道域の熱帯不安定波動がモデル内でより良く表
現できるようになり、中緯度の西岸境界流域の渦熱輸
送の一部を表現できるようになった。
課題 3に対しては海洋同化手法として 4次元変分法

(4D-Var)を導入するとともに、限られた計算機資源の
中で海洋初期値と海洋予測モデルの高解像度化を実現
するため、低解像度（1x0.3-0.5度）で 4D-Varを行う
G3Aと IAU (Incremental Analysis Update)による力
学的ダウンスケーリングを行うG3Fを導入した。この
ような高解像度ダウンスケーリングについて、大気モデ
ルのように計算コストの小さい解像度変換を選択しな
い理由は、海洋モデルでは陸地の存在によって解像度変
換が困難であるためである。また、海洋解析について、
CPS2 で同化していた現場観測のみに基づく COBE-

SST(Ishii et al. 2005)の代わりに、衛星観測を用いる
ことで海洋渦をより詳細に解析できるMGDSST(栗原
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ほか 2006)を同化することにした。これらの変更の結
果として、太平洋熱帯域中部での SSTの違いを見ると
（図 2.3.59）、現行システム相当の低解像度 3次元変分
法 (3D-Var)と比べて、G3Aや G3Fでは SSTの詳細
な構造が表現できていることが分かる。
課題 4 に対しては、3 次元変分法による海氷密接
度解析値の同化を導入した。海氷密接度データには
MGDSSTに用いたものと同じものを使用する。海氷
場は G3Aから G3Fには引き継がず、G3Aと G3Fで
それぞれ解析する仕様となっている。海氷の存在は海
上のアルベドや熱・運動量交換を大きく変化させ、ま
た一定のメモリーを持つことから高緯度の季節内・季
節予報における有力なシグナルの一つと考えられてい
る。この海氷密接度解析値の同化により、海氷の年々
変動が改善した（図省略）。
課題 5に対しては、バイアス補正せずに JRA-3Qの
海面強制力を利用することにした。これは、JRA-55と
比べて、JRA-3Qでは潜熱・顕熱・放射フラックスや
降水量が大きく改善し、海洋データ同化手法の改善や
海氷データ同化の導入により、バイアス補正を行わな
くても極域の海氷の再現性が良好であると確認できた
ためである。
課題 6に対しては、初期摂動作成手法の改良を行っ
た。CPS2では、アンサンブル初期摂動作成手法とし
て、BGM法を大気モデルに採用し（ただし、熱帯と北
半球の成長モードのみ）、その大気モデルを強制力とし
て海洋の摂動を作成しているが、摂動が海面付近に限
られ、振幅が不足する問題があった。そのため CPS3

では、BGM法に対して南半球の成長モードを加え、ま
た海洋初期摂動の作成に対しては、気象研究所で新た
に開発された 4D-Varの解析誤差共分散を近似する手
法 (Niwa and Fujii 2020)を併用することで海洋の内部
にも適切な大きさの初期摂動を与え、スプレッド過小
を改善させた。
課題 7 に対しては、海洋同化システムと結合モデ
ル予測の現業運用方法を変更することで対応した（図
2.3.60）。まず、G3Aの同化ウィンドウは 10日（前半
5日で IAU、後半 5日で観測値の同化）であるが、観
測値の入電をより長く待って同化した遅延解析に対し
て、翌日の速報同化に繋がるような同化ウィンドウを
設定することで、速報解析を 1日ずつずらした 5スト
リームでの実行を行う。さらに毎日海洋摂動を作成し
て 5メンバー化することでアンサンブル予測を実現し
た。この毎日実行の計算機資源は、CPS2と比べて 1

初期値当たりのメンバー数を減らすことで確保してい
る。この変更により速報解析が毎日実行され、LAF法
を用いたときの季節EPSと（2段階 SST法による）全
球EPSへのデータ提供のリードタイム短縮を図ること
が可能となる。なお、最大で 30日以上遡って解析して
いる現行システムより観測の打ち切りが早くなるが、
遅延解析には 99％以上の観測が同化できる見込みで
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図 2.3.56 CPS3を構成するシステム。CPS3は、JRA-3Q
を大気初期値や外力（海洋や陸面への大気強制力）として、
MOVE-G3で作成された海洋解析、BGM法で作成された
大気初期摂動、オフライン地表面解析で作成された地表面
初期値を用いて結合モデルによる予測を行う。

ある。
課題 8に対しては、CPS3の（ルーチン運用時ではな
く）非リアルタイム実行時に、大規模火山噴火によっ
て放出される火山性エーロゾルによる効果を考慮でき
るオプションを追加した。2020年 12月現在運用され
ている GSM2003では、エーロゾルの直接効果による
大気放射への影響を考慮しているが、火山性エーロゾ
ルによる効果は考慮されていないため、それに対応し
た放射過程の改良を行った。なお、非リアルタイム実
行時に限定した理由は、現時点では火山性エーロゾル
の 3次元分布データをリアルタイムで作成できないた
めである。ただし、リードタイムが数か月から半年先
まで続く季節予測であれば非リアルタイム実行でも有
益な情報の提供が可能と考えられる。

2.3.7.3 今後の予定
現在、再予報実験による試験を繰り返し行っており、
その検証結果を元に、ガイダンスなどの精度も含めて、
2021年度中に現業化を判断する。CPS3の現業化まで
には、2段階 SST法を介した全球EPSの予測精度評価
と業務化に向けた開発も合わせて行う予定である。今
後も、国内外の季節予報ユーザーの社会経済活動に役
立つより良いプロダクトを提供できるよう、季節 EPS

の予測精度向上を図っていく。
なお、気象庁では 2020年 10月よりコペルニクス気
候変動サービス20(C3S)への季節予測データ提供を開
始した。C3Sでは、海外数値予報センターの季節予測
データを使ったマルチモデルアンサンブルのプロダク
トも作成されるため、途上国の気象機関だけでなく、研
究機関の方々にも当庁の季節予測プロダクトを利用し
やすくなっている。

20 https://climate.copernicus.eu/
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メンバーの構成に対して、赤字で示した点を改良・高度化している。
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図 2.3.58 赤道波解析の比較（上段：OLRそのもののパワースペクトル、下段：統計的に顕著なOLRスペクトルピーク）。2001
～2007年の大気上端外向き長波放射（OLR）に対する、左から衛星観測、開発中の CPS3予測、CPS2予測の結果。
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図 2.3.60 G3Aの運用スケジュール例。10日同化ウィンド
ウ（前半 5日で IAU、後半 5日で観測値同化）を持つ、遅
延解析と速報解析を組み合わせた 5ストリームを構成。遅
延解析は翌日の速報同化に繋がるような同化ウィンドウを
設定する。ストリーム毎に色分けし、■は IAU、●は観測
値同化のウィンドウを示す。
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2.3.8 気象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の本計算
進捗

2.3.8.1 はじめに
季節予報や気候系監視を的確に行うためには、過去
の気候を出来るだけ正確に把握しておくことが重要で
あり、長期間にわたり均質かつ高品質な気候データセッ
トが不可欠である。このため、過去数十年にわたって蓄
積した観測データを最新の数値予報技術を用いて解析
し直す「長期再解析」により過去の気候を再現する取組
みが主要な数値予報センター等において継続して行わ
れている21。日本においても、気象庁と（一財）電力中
央研究所が共同で実施した JRA-25長期再解析 (Onogi

et al. 2007)から取組みが始まった。更に、気象庁はよ
り長期間の高品質な気候データセットの作成を目的に、
2回目となる気象庁 55年長期再解析 (JRA-55; 古林ほ
か 2015)を実施し、季節予報や気候系監視をはじめと
する気象庁業務で活用している。
現在、長期再解析データの更なる品質向上を図るた
め、現行の JRA-55実施以降の全球数値解析予報シス
テムの開発成果とデータレスキューや衛星データの再
処理による過去の観測データ拡充の成果を活用した気
象庁第 3次長期再解析 (Japanese Reanalysis for Three

Quarters of a Century; JRA-3Q)の本計算を実施して
いる。JRA-3Q では 1940年代末以降を対象としてお
り、1990年代以降（ストリーム A）の本計算が 2021

年度初め頃に、1960年代～1980年代（ストリーム B）
及び 1940年代末～1950年代（ストリーム C）の本計
算についても 2021年度中に完了する予定である。
本項では、JRA-3Qで用いるデータ同化システム（第

2.3.8.2小節）と境界条件及び強制場（第 2.3.8.3小節）
の概要について、JRA-55で用いたものからの変更点
を中心に説明を行う。その後、ストリーム A期間につ
いて、観測データの概要 (第 2.3.8.4小節)及び既に計
算が完了した期間（本稿執筆 2020年 12月時点で 2013

年まで）の品質評価結果 (第 2.3.8.5小節)を述べる。

2.3.8.2 データ同化システム
表 2.3.7に JRA-3Qのデータ同化システムの概要と、
比較のために JRA-55のデータ同化システムの概要を
合わせて示す。JRA-3Qは 2018年 12月時点の現業全
球データ同化システム (JMA 2019)の低解像度（TL479

解像度）版に基づいており、JRA-55実施以降の現業
システムにおける開発成果が反映されている。例えば、
物理過程の大幅な改良により（表 2.3.8）、放射収支、地
表面顕熱・潜熱フラックス、降水分布等における系統
誤差が縮小した気象庁の全球スペクトルモデル (GSM)

が利用されている。また、新スーパーコンピュータシ
ステム（2018年 6月運用開始）における計算機資源増
強により JRA-55よりも高解像度化されている。

21 詳細なリストについては、https://reanalyses.orgを参
照。

(1) 背景誤差分散
背景誤差分散については動的推定を行っていないが、
非衛星期間である 1972年以前及び旧世代の衛星観測
システムを用いる 1973年 1月～1998年 7月の期間に
ついては、背景値の誤差が増加することを考慮するた
めに、対数比湿以外の制御変数の背景誤差分散をそれ
ぞれ 50%及び 11%増加させている（ストリームC期間
についても別途調整予定）。これらのスケーリングファ
クターは、Desroziers et al. (2005)による観測空間で
の背景誤差の診断法を、1999/2000年を対象にしてそ
れぞれ行った衛星排除インパクト実験及びTOVS／改
良型 TOVS(ATOVS)衛星観測システム比較実験の D

値（観測値－背景値）に適用して得たものである。

(2) 陸面解析
JRA-55ではオフライン版気象庁生物圏モデル (SiB)

を大気モデルの出力で強制することにより陸面解析値
を作成したが (古林ほか 2015)、観測に基づいた大気強
制力を与えておらず、オフラインモデルを用いる利点
が活用されていないことを踏まえ、JRA-3Qでは予報
モデルの陸面予報値をサイクルさせることとした。た
だし、毎日 18UTCの陸面解析値には積雪深解析の結
果を反映させている。

(3) 積雪深解析
JRA-3Qでは、JRA-55と同様、積雪深解析の第一
推定値を陸面解析の積雪深と衛星積雪域から作成し、
その後、2次元最適内挿法 (2D-OI)で SYNOP積雪深
観測を同化している (古林ほか 2015)。JRA-55では積
雪深解析処理における 2つの不具合が見つかっている。
1つ目は、海岸部の積雪データの内挿処理の不具合に
より海岸付近の積雪深が非現実的な値となる問題であ
る (気象庁 2015)。JRA-3Q ではその様な問題が再発
しないよう、不具合の修正及び積雪深解析値の上限値
(5m)を設定している。2つ目は、衛星積雪域に負バイ
アスがある領域（海岸付近等）で衛星積雪域が第一推
定値として利用された場合に、2D-OIにおいて正イン
クリメントがバイアス特性の異なる陸面解析積雪深を
第一推定値とする周辺地域にまで広がり、周辺地域の
積雪深解析値が過大となる傾向が見られることである。
JRA-3Qではこの欠点を改善するために、第一推定値
の作成において衛星積雪域の利用可否を判定する際に
SYNOP積雪深観測も参照するよう変更している（表
2.3.9）。

2.3.8.3 境界条件及び強制場
(1) 海面水温及び海氷
ストリームA期間については、西岸境界流付近の海
面水温の急峻な水平勾配が大気境界層に与える影響を
より適切に表現できるよう、衛星観測に基づいた 0.25

度解像度のMGDSST(栗原ほか 2006)を利用している。
ストリームB及びC期間については、海面水温の時空
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表 2.3.7 JRA-55と JRA-3Qで用いたデータ同化システムの仕様
JRA-55 JRA-3Q

解析期間 1958年以降 1940年代末以降

基本システム
2009年 12月時点の気象庁現業シス
テム (JMA 2007, 2013)

2018年 12月時点の気象庁現業システム (JMA 2019)

水平解像度 TL319（約 55km） TL479（約 40km）
鉛直層 0.1hPaまでの 60層 0.01hPaまでの 100層
解析手法 4次元変分法（インナー解像度T106） 4次元変分法（インナー解像度 TL319）

2006年まで：RAOBCORE V1.4 RISE(RICH with solar elevation dependent) v1.7.2

ラジオゾンデ気温 　 (Haimberger et al. 2008) 　 (Haimberger et al. 2012)

観測バイアス補正 2007年以降：RAOBCORE V1.5 　・周辺地点との比較に基づいたバイアス推定
　 (Haimberger et al. 2012) 　・季節依存性の考慮（1979年以降）
　・ERAに基づいたバイアス推定

衛星輝度温度
RTTOV-9.3 (Saunders 2008) RTTOV-10.2 (Saunders et al. 2012)

　・計算精度向上
　・温室効果ガス濃度変動の考慮

陸面解析 オフライン SiB 予報モデルの陸面予報値をサイクル

SST及び海氷
COBE-SST（1度格子） 1990年まで：COBE-SST2（1度格子）(Hirahara et al. 2014)

　 (Ishii et al. 2005) 1985年頃以降：MGDSST（0.25度格子） (栗原ほか 2006)

　・重複期間は複数ストリームにより並行作成

オゾン
1978年まで：気候値 MRI-CCM2(TL159L64) (Deushi and Shibata 2011)

1979年以降：MRI-CCM1(T42L68) 　・新しいモデルを用いて全期間作成
　 (Shibata et al. 2005)

表 2.3.8 JRA-55と JRA-3Qで用いた予報モデルの仕様
JRA-55 JRA-3Q

改良の効果2009年 12月時点の気象庁GSM 2018年 12月時点の気象庁 GSM

(JMA 2007, 2013) (本田・坂本 2019)

長波放射
散光因子近似を用いたバンド射
出率法 2方向吸収近似

・成層圏気温プロファイルの改
善

雲放射

ランダムオーバーラップ（短波） マキシマム・ランダムオーバーラップ
（短波）

・放射収支の改善水雲粒光学特性の見直し
積雲上昇流域の雲量診断の導入

エーロゾル
陸上型、海上型 硫酸塩、黒色炭素、有機炭素、海塩、鉱

塵 ・放射収支の改善

積雲対流
Arakawa-Schubertスキーム Arakawa-Schubertスキーム

・エネルギー収支補正方法の適正化 ・降水分布の改善
・融解・蒸発過程の改良 ・加熱プロファイルの改善

雲

Smithスキーム Smithスキーム：雲水量計算法の改良 ・対流圏中層乾燥バイアスの緩
和

層積雲： 川合 (2004) 層積雲：発動条件に相対湿度の閾値を
追加

・過剰な層積雲を抑制

雲氷落下スキームの改良 ・放射収支の改善

接地境界層
Monin-Obukhov相似則 Monin-Obukhov相似則
・非反復解法 (Louis et al. 1982) ・普遍関数法 ・顕熱・潜熱の過剰バイアスの

緩和
非地形性重
力波抵抗

Rayleigh 摩擦（50hPa から上
層） Scinocca (2003) ・QBOの表現改善

陸面
生物圏モデル (SiB) (佐藤 1989) 改良型 SiB

・温度 1層、水分 3層 ・土壌層 7層（温度・水分共通） ・地上気温の日変化の表現改善
・雪 1層 ・積雪 4層（最大）

海氷
1層海氷モデル 4層海氷モデル

・極域の低温バイアスが改善
開水・海氷排他格子 開水・海氷混在格子

間変動特性の表現向上のためのリコンストラクション
手法、及び、品質の向上した海氷データを用いた、現
場観測に基づいた 1度解像度のCOBE-SST2(Hirahara

et al. 2014)を利用する。

(2) オゾン
JRA-3Qでは、予報モデルの放射過程及び、衛星赤外
測器輝度温度同化における放射伝達計算の入力データ
として、下部成層圏のオゾン濃度ピークの過小バイア
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表 2.3.9 積雪深解析第一推定値の作成方法（*は JRA-3Qで追加）
陸面過程の積雪深 有 有 無 無
衛星積雪域 有 無 有 無
SYNOP積雪深* 有 無

第一推定値
陸面過程の積雪深 陸面過程の積雪深* 0cm 0cm 0cm

（微調整有） （解析対象） （解析対象） （解析対象外）

スが改善したMRI-CCM2(Deushi and Shibata 2011)

を用いて作成されたオゾン再解析データを使用する。
同データの作成において、MRI-CCM2を駆動する気
象場として、1958年以降の期間は JRA-55データを利
用し、JRA-55の開始年より前の 1957年以前の期間は
JRA-3Q予備実験データを利用する予定である。衛星オ
ゾン全量観測データのナッジングについては、Level 2

データを新たに取得して独自に均質化したものが 1979

年以降の期間に利用されているのに対し (Naoe et al.

2020)、1978年以前の期間は利用可能なデータが存在
せず、ナッジングは行われていない。このため、1978

年以前のオゾン再解析データについては 1979年以降
のデータに対して均質となるよう緯度・高度 2次元ス
ケーリングファクターを用いてオゾン混合比のバイア
ス補正を行っている。また、1hPaより上層のオゾン再
解析値には過剰バイアスがあるため、1991～1997年の
オゾン混合比平均値を SPARCの HALOE／MLS月
別気候値 (Randel et al. 1998)に一致させる緯度・高度
2次元スケーリングファクターを用いてバイアス補正
を行っている（全期間）。

2.3.8.4 ストリーム A期間に利用する観測データ
ストリーム A期間の観測データは、JRA-55で整備
した観測データセット (古林ほか 2015)を基本としつ
つ、気象庁気象衛星センターがひまわり 8号用の大気追
跡風 (AMV)導出アルゴリズムをひまわり 5号 (GMS-

5)からひまわり 7号 (MTSAT-2)に適用して新たに作
成した再処理 AMV(Abe et al. 2018) を始めとする、
再処理や再較正により均質性が向上した衛星データ等、
JRA-55実施以降に新たに利用可能となった観測データ
セットを可能な限り収集して利用している（表 2.3.10、
図 2.3.61）。
JRA-3Q で用いる熱帯低気圧ボーガスについては、

JRA-55 と異なり、気象庁の台風ボーガス作成手法
(JMA 2019)を用いて全領域で熱帯低気圧ボーガスを自
主作成し利用している。これにより、JRA-55で見られ
た、熱帯低気圧周辺風での算出方法の不具合による、解
析された熱帯低気圧強度の不自然な長期変化が解消さ
れる。熱帯低気圧ボーガス作成に用いるベストトラック
データについては、1951年以降の北西太平洋領域は気
象庁データ、それ以外の期間・領域は IBTrACS(Knapp

et al. 2010) v03r05を利用している。気象庁の台風ボー
ガス作成手法ではベストトラックの中心位置、中心気
圧、15 m s−1強風半径を利用するが、このうち強風半
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図 2.3.61 ストリーム A 期間に利用する衛星観測データ
（2020年 12月時点の予定を含む）。濃い陰影は JRA-55か
らの追加期間及び再較正・再処理データによる更新期間を
表す。

径についてはベストトラック作成機関により特性が顕
著に異なる。気象庁の台風ボーガス作成手法は気象庁
ベストトラックに基づいて開発されたものであること
から、他機関の強風半径データでは適切な熱帯低気圧
ボーガスを算出できない。このため、強風半径を用い
るのは気象庁データのみとし、他機関データでは気象
庁データから作成した回帰式を用いて中心気圧から算
出した強風半径推定値を用いている。
上記に加えて、JRA-55実施以降に現業システムで
利用開始された新しい観測システムである地上 GNSS

の天頂遅延量と高波長分解能赤外探査計の輝度温度を
JRA-3Qでは利用している。地上GNSS天頂遅延量に
ついては、1994～2014年の期間は気象研究所作成の再
処理データを、それ以降の期間は現業取得データを利
用している。
なお、JRA-3Qでは、JRA-55と同様、地上気圧観
測データの同化により対流圏下層高気圧性インクリメ
ント－乾燥化フィードバックが生じることを避けるた
め、アマゾン川流域の地上気圧観測データを完全に排
除した (古林ほか 2015)。更に 、JRA-3Qでは同様の
理由によりアフリカ大陸熱帯域でも地上気圧観測デー
タを完全に排除している。
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表 2.3.10 ストリーム A期間に用いる観測データソース。無地のセルで示された観測データは JRA-55以降に追加、又は再較
正・再処理されたもの、陰影のセルで示された観測データは JRA-55で用いたものと同じものである。

データ提供元
データ種別、及びデータ提供元による識
別名 期間 備考

従来型データ
ECMWF ～2002 年 8 月 Uppala et al. (2005)

気象庁
ストリーム A 全期間

GAME 及び SCSMEX 1998 年 4 月～1998 年 10 月
山中大学氏 ラジオゾンデ（インドネシア） 1991 年 11 月～1999 年 5 月 Okamoto et al. (2003)

RIHMI 積雪深（ロシア） ～2008 年 12 月
http://meteo.ru/english/climate/
snow.php

UCAR 積雪深（米国） ～2011 年 8 月 doi:10.5065/B6MM-RS76

中国地面気象記録月報 積雪深（中国） ～2006 年 12 月 印刷物からデジタル化
IMH 積雪深（モンゴル） ～2007 年 12 月

熱帯低気圧ベストトラック
NOAA/NCEI IBTrACS v03r05 ～2012 年 12 月 Knapp et al. (2010)

気象庁 ストリーム A 全期間

地上 GNSS 天頂遅延量
気象研究所小司禎教室長 再処理地上 GNSS 天頂遅延量 1995 年 1 月～2014 年 8 月
気象庁 2014 年 9 月～

衛星輝度温度

ECMWF
HIRS 及び SSU ～2001 年 12 月

Uppala et al. (2005)
AMSU-A 1998 年 8 月～2003 年 5 月

NOAA/NCDC SSM/I ～2004 年 12 月
NOAA/NCEI MSU CDR V1.0 ～2006 年 12 月 doi:10.7289/V51Z429F

NOAA/CLASS
AMSU-A 1998 年 8 月～2012 年 12 月
SSM/I ～2012 年 12 月

気象庁

AIRS, IASI, CrIS 2008 年 7 月～
AMSU-A 及び MHS 2003 年 6 月～
SSM/I, SSMIS, AMSR2 2006 年 3 月～
GMI 2017 年 5 月～
ATMS 2016 年 11 月～
SAPHIR 2014 年 7 月～
CSR 2005 年 6 月～

気象庁気象衛星センター
GMS-5、GOES 9、MTSAT-1R再処
理 CSR 1995 年 7 月～2009 年 12 月

宇宙航空研究開発機構

再較正 TMI V05A（8 相当） 1998 年 2 月～2015 年 4 月
再較正 AMSR-E V4.400.400 2002 年 6 月～2011 年 10 月
再較正 AMSR2 V2.220.220 2012 年 7 月～2016 年 8 月
再較正 GMI V05A 2014 年 3 月～2017 年 5 月

EUMETSAT
SSM/T-2, AMSU-B, MHS FCDR
v4.1 1994 年 7 月～2017 年 12 月 Hans et al. (2019)

Meteosat CSR 2001 年 1 月～2009 年 8 月

EUMETSAT CM SAF SSM/I, SSMIS FCDR E3 ～2015 年 12 月
doi:10.5676/EUM SAF CM/
FCDR MWI/V003

AMV

EUMETSAT
再処理 Meteosat-3～-7 ～2000 年 12 月 van de Berg et al. (2001)

Meteosat-5～-7 2001 年 1 月～2001 年 2 月

気象庁
Meteosat, GOES, Himawari 2001 年 1 月～
AVHRR, MODIS 2004 年 6 月～

気象庁気象衛星センター
再処理 GMS-4 ～1995 年 6 月
再処理 GMS-5、GOES 9、MTSAT 1995 年 6 月～2015 年 7 月 Abe et al. (2018)

ECMWF GOES ～1996 年 1 月 Uppala et al. (2005)

CIMSS 再処理 GOES 1995 年 1 月～2015 年 7 月 Wanzong et al. (2014)

散乱計海上風

EUMETSAT OSI SAF
ERS/AMI CDR 1992 年 3 月～2001 年 1 月 doi:10.15770/EUM SAF OSI 0009

QuikSCAT/SeaWinds CDR 1997 年 7 月～2009 年 11 月 doi:10.15770/EUM SAF OSI 0002

Metop-A/ASCAT CDR 2007 年 1 月～2014 年 3 月 doi:10.15770/EUM SAF OSI 0006

気象庁 Metop/ASCAT 2014 年 4 月～

GNSS-RO 屈折角

EUMETSAT ROM SAF

CHAMP CDR v1.0 2001 年 9 月～2008 年 9 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0004

COSMIC CDR v1.0 2006 年 4 月～2016 年 12 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0003

Metop CDR v1.0 2006 年 10 月～2016 年 12 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0002

Metop ICDR 2017 年 1 月～2017 年 7 月
GRACE CDR v1.0 2007 年 2 月～2016 年 12 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0005

気象庁
COSMIC, Metop, GRACE,
TerraSAR-X, TanDEM-X 2017 年 1 月～

2.3.8.5 ストリーム A期間本計算の品質評価
ここでは JRA-3Qデータ同化システムの基本性能の
評価として、2日予報スコア及びラジオゾンデ観測デー
タに対する背景値の適合度を示すとともに、JRA-3Q

データの基本特性の評価として、対流圏下層から下部
成層圏の全球平均気温時系列、及び、全球エネルギー
収支を示す。
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図 2.3.62 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの 500hPa高度 2日予報 RMS誤差。検証対
象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均値を
表す。(a)北半球中・高緯度、(b)南半球中・高緯度。

(1) 2日予報スコア
データ同化システムで用いているものと同じ予報モ
デルによる延長予報の対初期値検証スコアを比較する
ことにより、各データ同化システムにおける解析値・
予報値の整合性、観測システムの変遷の影響、プロダ
クトの時間的均質性等を推察できる。
図 2.3.62と図 2.3.63はそれぞれ、北半球及び南半球
の中・高緯度 500hPa高度 2日予報と熱帯域対流圏上
層及び下層の風ベクトル 2日予報について、JRA-3Q、
JRA-55、JRA-25及び現業全球データ同化システムの
二乗平均平方根 (RMS)誤差を示している。予報スコ
アの良い順に JRA-3Q、JRA-55、JRA-25となってお
り、データ同化システムの着実な性能向上の効果が認
められる。また、再処理衛星データの取得・利用等に
よる観測データの拡充・品質向上も予報スコア向上に
寄与しているものと考えられる。特に、JRA-3Qでは
1990年代の南半球中・高緯度の 500hPa高度 RMS誤
差が大きく改善した結果、他の期間・領域との予報ス
コアの差が縮小しており、プロダクトの均質性が向上
していると言える。これは、TOVS輝度温度の間引き
間隔縮小（JRA-55では 250kmのところを JRA-3Qで
は 125kmに変更）及び背景誤差分散の調整（第 2.3.8.2

小節 (1)）の効果と考えられる。

(2) ラジオゾンデ観測データに対する背景値の適合度
対背景値D値（観測値－背景値）は、背景誤差や観
測誤差といったデータ同化システムの調整パラメータ
に対して独立であることから、その統計から予報モデ
ルの性能や観測データのバイアス等の評価に有益な情
報を得ることができる。ここでは、JRA-3Q、JRA-55

及び JRA-25で使用したラジオゾンデ気温観測の対背
景値D値の全球平均及びRMSの時系列の比較を行う。
30hPa付近では、JRA-3QのRMSは JRA-55と同程
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図 2.3.63 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの熱帯域風ベクトル 2日予報 RMS誤差。検
証対象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均
値を表す。(a)250hPa、(b)850hPa。

度であるが、D値平均値はピナツボ火山噴火後（1991

年）に増大しており、成層圏の昇温の表現が弱いこと
を示唆している（図 2.3.64(a)、(b)）。
250hPa付近では、JRA-55の D値時系列は対流圏
上層に高温バイアスがあったことを示している（図
2.3.64(c)）。一方、JRA-3Q では、対流圏上層の高温
バイアスが大幅に解消しており、ラジオゾンデ気温観
測との整合性が非常に良くなっていることが分かる。
850hPa付近では、JRA-25、JRA-55、JRA-3Qとも
にD値平均値が正の方向にシフトしており、対流圏下
層の低温バイアスを示唆しているが、JRA-3Qでは D

値平均値が減少しており、低温バイアスが緩和してい
ることが分かる（図 2.3.64(g)）。

(3) 対流圏下層から下部成層圏の全球平均気温時系列
近年の再解析データセットにおける長期変化傾向の
再現性については、衛星輝度温度のバイアス補正手法
の高度化等により、旧世代のものと比べて概ね改善し
ている (例えば、 Simmons et al. 2014)。他方、現在の
充実した観測システムに対して最適化されたデータ同
化システム（特に背景誤差共分散）を観測データの少な
い過去期間に適用した場合に、モデルバイアスを十分
に拘束できず、時間的均質性が損なわれる事例も報告
されている (例えば、 Simmons et al. 2020)。JRA-3Q

データは数十年規模変動や気候変化に関する研究を含
む幅広い分野において利用が期待されるため、その時
間的均質性を評価しておくことは非常に重要である。
ここでは、JRA-25、JRA-55及び独立した観測データ
セットで再現されている長周期変動や長期変化傾向と
の比較を行う。
図 2.3.65は、対流圏下層から下部成層圏までの 4層
の気温偏差を 82.5°N～82.5°Sの領域で平均したものに
ついて、JRA-3Qの月別時系列と、JRA-25、JRA-55
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図 2.3.64 JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qで使用したラジオゾンデ気温観測対背景値 D値の全球平均、及び RMSの時系列

及び独立な観測データセットのものとの比較を示して
いる。独立な観測データセットとして、ここでは、ハド
レーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト (HadAT2;

Thorne et al. 2005) とリモートセンシングシステム
(RSS)のMSU及びAMSUマイクロ波探査計気温デー
タ V4.0(Mears and Wentz 2016, 2017)を用いる。
JRA-3Qの全球平均気温では、ピナツボ火山噴火後
の 1991年の下部成層圏を除き、JRA-55と同様にRSS

V4.0と非常によく似た変動が再現されており、JRA-55

と同程度の時間的均質性を有していることが分かる。
他方、JRA-3Qの下部成層圏では 1991年のピナツボ
火山噴火後の昇温量が小さい傾向がある。火山性エーロ
ゾルの年々変動については、JRA-25、JRA-55、JRA-

3Qのいずれの予報モデルでも考慮されていないことか
ら、昇温量の表現の違いは主にラジオゾンデ観測デー
タのインパクトの違いと考えられる。JRA-3Qで利用
している背景誤差共分散は、現在の充実した観測シス
テムに対して最適化されたもので、水平相関距離が短
い。このため、観測データの少ない過去期間において
モデルバイアスを十分に拘束できない場合があり得る
ことが、観測データのインパクトの違いの要因の一つ
と推測される。水平相関距離の違いが観測データのイ

ンパクトに及ぼす影響については、今後、詳細な調査
が必要と考えられる。

(4) 全球エネルギー収支
再解析ではデータ同化により生じる解析インクリメ
ントにより、エネルギーバランスが厳密には保たれて
いない。ゆえに、エネルギーバランスの再現性評価は、
データ同化システム、特に予報モデルの物理過程の性
能評価となり得るとともに、海洋・陸面モデルへの大
気入力データとしての品質評価にもなり得る。
表 2.3.11と表 2.3.12は、大気上端と地表面それぞれ
における JRA-25、JRA-55、JRA-3Qで再現された年
平均全球エネルギーバランス及びWild et al. (2013)

の見積りを示している。JRA-3Qのエネルギーバラン
スは、表 2.3.8に示した予報モデルの物理過程の総合
的な改善により、JRA-55と比べると概ねWild et al.

(2013)の見積りに近い値が再現されており、特に、過
剰だった潜熱フラックスが大幅に減少している。正味
フラックスについても、JRA-55では大気上端、地表
面ともに全球平均で上向きに約 10 W m−2の大きな不
均衡があったが、JRA-3Qではバイアスが概ね半減し
ていることが分かる。
他方、大気上端外向き赤外放射と地表面下向き太陽
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図 2.3.65 (a)下部成層圏、(b)対流圏上層、(c)対流圏中層、
(d)対流圏下層の気温偏差の 82.5°N～82.5°Sの領域平均の
12か月移動平均値の時系列。RSS V4.0の時系列はMSU
チャンネル 4、3、2の観測値とその対流圏下層への外挿値
であるのに対し、HadAT2、JRA-3Q、JRA-55、JRA-25
の時系列は気温から計算したMSU等価量である。偏差は
JRA-3Qを除きそれぞれのデータセットの 1979～1998年
の期間の月気候値に対して計算されている。JRA-3Q の
偏差については JRA-55 の月気候値に対して計算されて
いる。

放射にはWild et al. (2013)の不確実性の幅を超える
過剰バイアスがあり、その原因について、今後、詳細
な調査を行う必要がある。

2.3.8.6 まとめと今後の予定
長期再解析データの更なる品質向上を図るため、現
行の JRA-55実施以降の全球数値解析予報システムの
開発成果とデータレスキューや衛星データの再処理に
よる過去の観測データ拡充の成果を活用した JRA-3Q

の本計算を現在実施している（ストリームA期間の本
計算は本稿執筆 2020年 12月時点で 2013年まで実施）。
2日予報スコア及びラジオゾンデ観測データに対する
背景値の適合度による評価では、上記成果の活用によ
り JRA-55から更にプロダクトの品質が向上している
ことが示された。JRA-55の主要な問題点の一つであっ
た、大気上端及び地表面の全球平均正味エネルギーフ
ラックスにおける上向きに約 10 W m−2の大きな不均
衡については、予報モデルの物理過程の総合的な改善
により、JRA-3Qではバイアスが概ね半減した。
他方、JRA-3Qの下部成層圏では 1991年のピナツボ
火山噴火後の昇温量が小さい傾向があるといった問題
点も明らかとなった。その要因として、予報モデルに
おいて火山性エーロゾルの年々変動が考慮されていな
いことに加え、JRA-3Qで利用している背景誤差共分

散は現在の充実した観測システムに対して最適化され
たもので、観測データの少ない過去期間においてモデ
ルバイアスを十分に拘束できない場合があり得ること
が推測される。将来の再解析においては、放射強制力
の表現の精緻化、観測システムへの変遷に対してデー
タ同化システムを効果的に適合させるための調整方法
について、検討すべきと考えられる。
JRA-3Q本計算は、ストリーム A期間を 2021年度
初め頃に、ストリーム B及び C期間を 2021年度中に
完了する予定である。ストリームA期間の評価で示さ
れたとおり、JRA-3Qのデータ同化システムではモデ
ルバイアスが軽減したことにより、観測システムの変
遷の影響を受けにくく、JRA-3Qの全期間を通した時
間的均質性が JRA-55から更に向上することが期待さ
れる。引き続き、本計算残り期間の観測データの拡充
を図るとともに、プロダクトの品質評価を進める予定
である。
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表 2.3.11 大気上端の年平均全球エネルギーバランス (W m−2)。JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qの値は 2002～2008年の期
間平均であるのに対し、Wild et al. (2013)の値は 21世紀初頭における現在気候を代表している。括弧内の値は不確実性の
幅を表している。

Wild et al. (2013) JRA-25 JRA-55 JRA-3Q

太陽放射入射量 340(340,341) 341 341 341

太陽放射反射量 100(96,100) 95 100 97

外向き赤外放射 239(236,242) 255 251 250

正味下向きフラックス 7.9 -10.0 -5.5

表 2.3.12 地表面の年平均全球エネルギーバランス (W m−2)。JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qの値は 2002～2008年の期間
平均であるのに対し、Wild et al. (2013)の値は 21世紀初頭における現在気候を代表している。括弧内の値は不確実性の幅
を表している。

Wild et al. (2013) JRA-25 JRA-55 JRA-3Q

下向き太陽放射 185(179,189) 197 189 190

太陽放射反射量 24(22,26) 25 26 23

太陽放射吸収量（地表面） 161(154,166) 172 164 166

太陽放射吸収量（大気） 79(74,91) 75 77 78

下向き赤外放射 342(338,348) 327 338 340

上向き赤外放射 397(394,400) 399 400 400

顕熱 20(15,25) 20 20 21

蒸発 85(80,90) 91 93 89

正味下向きフラックス 0.6(0.2,1.0) 11.6 11.2 -4.4
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2.3.9 波浪モデル
2.3.9.1 波浪アンサンブル予報システムの改良
気象庁では、波浪の早期注意情報（警報級の可能性）
で必要となる波浪の確率論的予測情報を提供するため、
波浪アンサンブル予報システム (Wave ENsemble pre-

diction System, WENS) を運用している (高野 2016)。
なお、波浪アンサンブルの予測結果は、WMOの荒天
予測計画 (Severe Weather Forecasting Programme,

SWFP)を支援するための気象庁 SWFPウェブサイト
上の波浪予測図 https://www.data.jma.go.jp/gmd/

waveinf/wens/wave.html提供の用途でも活用されて
いる。
2020年 3月 24日には、波浪アンサンブルを 1.25度
格子から 0.5度格子に高解像度化するとともに、モデ
ルに浅海効果22を導入し、浅海域での波浪予測精度の
向上を図った。
2020年度には、第 2.3.3項で報告されている全球ア
ンサンブル予報システム（全球 EPS）のアンサンブル
メンバー数の 27メンバーから 51メンバーへの増強に
合わせて、波浪アンサンブルのアンサンブルメンバー
数を 51に増強する開発を行った。メンバー数増強の効
果を確認するため、変更予定の全球 EPS 51メンバー
予報結果を大気外力として用いた波浪アンサンブルの
実験を実施した。実験期間は、暖候期 2019年 6月 20

日～10月 21日、寒候期 2019年 11月 20日～2020年 3

月 11日である。比較対象とするコントロール実験は現
業波浪アンサンブル（アンサンブルメンバー数 27）の
予測結果である。ここでは寒候期実験の精度検証結果
を、図 2.3.66、図 2.3.67に示した。51メンバー実験で
の有義波高アンサンブル平均のバイアス、RMSE（図
2.3.66）は現業 27メンバー予測に対して中立であった。
また、図 2.3.67に示した信頼度曲線でも 51メンバー
実験と現業 27メンバー予測はほぼ同等であるものの、
波高 6 m超過確率では予測確率 50 % 以上で 51メン
バー実験の方が 1:1の線に近づく結果となっていた。暖
候期実験の結果（図略）も同様の結果であった。この
ように 51メンバー実験を実施した結果、概ね中立以上
の結果が得られたことから、2020 年度末の全球 EPS

改善と同時に、波浪アンサンブルのアンサンブルメン
バー数増強を現業化する予定である。

2.3.9.2 波浪モデルの高解像度化に向けた開発
現在、気象庁では波浪注意報・警報のための基礎とな
る波浪予測を行うための決定論波浪モデルとして、全
球波浪モデルと沿岸波浪モデルを運用している (竹内ほ
か 2012)。これら波浪モデルの精度向上に向け、2020

年度には全球波浪モデルの高解像度化に向けた開発を
行ってきた。現在の全球波浪モデルの解像度は 0.5度

22 浅海効果とは、水深の浅い海域（浅海域）に波が進入した
際に海底地形の影響を受けて副次的に発生する屈折や砕波な
どの現象や、回折や反射など波の変形等の効果を総称したも
のである。

図 2.3.66 波浪アンサンブルでの有義波高アンサンブル平均
の対衛星観測検証結果。左図がバイアス、右図が RMSE。
緑線が CNTL（現業 27メンバー）、赤が 51メンバー実験
の結果。

図 2.3.67 波浪アンサンブル 72時間予報の信頼度曲線。左
図は波高 3 m超過の確率予報、右図は波高 6 m超過の確
率予報に対応する。緑線が CNTL（現業 27メンバー）、赤
が 51メンバー実験の結果。

(≈55km)であるが、これを 0.25度 (≈20km)にする計
画である。さらに、波浪モデルで波浪を的確に予測す
るためには、解像度に応じた海陸分布と水深データを
入力として与える必要がある。このため、海陸分布に
ついては GSHHG (Global Self-consistent, Hierarchi-

cal, High-resolution Geography Database; Wessel and

Smith 1996)、水深については GEBCO 2020 (GEBCO

Compilation Group 2020) を入力として、波浪モデル
の解像度に適した地形表現となるようデータ作成等を
行った。これらを用いて今後、高解像度版の全球波浪
モデルの予報実験等を進めていく予定である。

参考文献
GEBCO Compilation Group, 2020:

GEBCO 2020 Grid. doi:10.5285/

a29c5465-b138-234d-e053-6c86abc040b9.

高野洋雄, 2016: 波浪アンサンブルシステムと週間波浪
ガイダンス. 量的予報技術資料（予報技術研修テキ
スト）, 79–84.

竹内仁, 高野洋雄, 山根彩子, 松枝聡子, 板倉太子, 宇都
宮忠吉, 金子秀毅, 長屋保幸, 2012: 日本周辺海域に
おける波浪特性の基礎調査及び波浪モデルの現状と
展望. 測候時報, 79, S25–58.

Wessel, P. and W. H. F. Smith, 1996: A Global Self-

consistent, Hierarchical, High-resolution Shoreline

Database. J. Geophys. Res., 101, 8741–8743.
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2.3.10 高潮モデル
2.3.10.1 はじめに
気象庁は、台風や発達した温帯低気圧によって引き
起こされる高潮を予測するため、二種類の高潮モデル
を運用している。一つは日本国内の高潮注意報・警報発
表のための日本域高潮モデル (林原 2011)、もう一つは
WMO高潮監視スキーム (Storm Surge Watch Scheme,

SSWS) に基づき台風委員会メンバー（国および地域）
に高潮予測情報を提供するためのアジア域高潮モデル
である (Hasegawa et al. 2017)。2020年度には、数値
予報開発センターにおいて、これらの高潮モデル改良
に向けた以下の開発を行った。

• 日本域高潮モデルで使用する台風ボーガスの改善
• MSM 51時間予報を用いた日本域高潮モデルの予
報時間延長

以下では、それぞれの開発内容について述べる。

2.3.10.2 日本域高潮モデルで使用する台風ボーガス
の改善

日本域高潮モデルでは、予報時間内に台風が日本沿
岸付近に接近すると予測される場合、MSMを大気外
力とした高潮計算のほかに、熱帯低気圧情報を元に作
成した台風ボーガスを用いた 5通りの計算を行ってい
る。これら複数の予報結果は、台風進路予報の不確実
性に伴う高潮予測の不確実性を評価するために用いら
れる。
現行の台風ボーガスは、Fujita (1952)のパラメトリッ
クな気圧・風速分布を仮定しており、陸の影響による
海上風の減衰を考慮していないため、湾内や内海での
高潮の過大予測の原因となっている。これを改善する
ために、Westerink et al. (2008)が提案した沿岸域で
の海上風減衰手法の利用を検討した。Westerink et al.

(2008)の手法では、沿岸付近の各海格子にて、風向毎
に風上側の陸面粗度長を重み付け平均し、それと海上
の粗度長の比から沿岸付近での海上風速の減衰係数を
計算する。この手法を応用する際の陸面粗度長として
は、2019年の各月のメソ解析の結果を用いた。本手法
を適用した高潮モデル実験結果では、期待通りこれま
での過大予測傾向が抑制され、空振り率が低減するこ
とが分かった（図略）。一方で捕捉率の低下も認められ
たため、原因を調査したところ、従来のパラメータ決
定手法は強風が吹く範囲が小さめに評価され、台風中
心から離れた領域で高潮が過小に予測されるというこ
とが分かった。
これに対応するため、台風ボーガスで用いているFu-

jita (1952)の式での台風の大きさを決定するパラメー
タ r0の決定手法の見直しを行った。従来のパラメータ
決定法では、台風進行方向右側の風速が最大となる方
向で、熱帯低気圧情報の暴風円半径（50 kt半径）で風
速が 50 ktとなるように調整していたが、今回の修正
案では、 (1) 暴風円半径の円上に任意個の分点を取り、

図 2.3.68 日本域高潮モデルでの 3～12時間予報における空
振り率（上段）、捕捉率（下段）。横軸は潮位偏差。図中、
橙線は現業高潮モデル、緑線は台風ボーガス改良を適用し
た高潮モデルの予測スコアである。

(2) 各分点で「50kt半径で風速 50kt」を満たすよう r0

を決定し、 (3) 平均した r0を採用、とするように変更
した。これにより、台風中心から離れた領域での風速
が熱帯低気圧情報に整合するよう改善される（図略）。
上記二点の変更を適用した高潮モデルの精度を評価
するため、2015～2018年の台風事例（全 1303初期値）
を対象に高潮モデル予測実験を行い、現業高潮モデル
の予測結果との比較検証を行った。検証に用いた観測
データは、気象庁、港湾局、海上保安庁、国土地理院
等が運用する潮位観測点の観測値である。図 2.3.68で
現業高潮モデル（図中橙線）と今回の台風ボーガス改
良を適用した高潮モデルの予測結果（図中緑線）を比
較すると、ボーガス改良版で空振り率は有意に低下す
る一方で、捕捉率は改良前とほぼ同等か閾値によって
はやや改善であった。また、2018年台風第 21号などの
顕著な高潮事例で事例検証を行った結果でも、現在の
現業高潮モデルが実況より過大傾向であったのが、今
回の 2つの台風ボーガス改善を適用することで、実況
に近づくことが確認できた（図略）。
上に示したように、Westerink et al. (2008)の手法
を適用し陸地の影響を考慮することで、内湾等でのこ
れまでの過大予測傾向を抑制して空振り率を低下させ
るとともに、新しいパラメータ決定手法の採用により
現行の高潮モデルと同水準の捕捉率を維持できること
が確認できた。この結果を踏まえ、今回開発した台風
ボーガス改善を現業高潮モデルに適用する予定である。

2.3.10.3 日本域高潮モデルの予報時間延長
現在の日本域高潮モデルの予報時間は 39時間であ
る。これは大気外力の一つとして用いているMSMの
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図 2.3.69 予報期間毎の潮位偏差散布図。横軸は潮位偏差観
測値、縦軸はMSMを大気外力として用いた高潮モデル予
測値（単位は cm）。左図は 25～39時間予報、右図は 40～
51時間予報の検証結果。

予報時間が 39時間であることを考慮したものである。
一方で台風時の防災対応のためには、より長い高潮予
測のリードタイムが必要とされている。また、2019年
にはMSMの 00,12UTC初期値の予報時間が 51時間
に延長されている。これらの背景を考慮し、日本域高
潮モデルの予報時間延長に向けて 51時間予報実験とそ
の精度検証を行ったので、その結果を以下に示す。予
報実験は 2019～2020年の台風事例における 00,12UTC

初期値、全 150初期値について行った。図 2.3.69は、
MSMを大気外力とした高潮モデル予測結果を潮位観
測点での潮位偏差観測値と比較した散布図である。延
長された 40～51時間予報の結果（図 2.3.69右図）はそ
の前の予報期間 25～39時間の結果（左図）と比較して
極端な精度の悪化は見られない。また、図 2.3.70にて
各予報期間の空振り率、捕捉率を確認したところ、予
報期間によってスコアの違いは見られるものの、40～
51時間予報はそれ以前の期間のスコアと概ね同程度の
値を示していた。
このように、高潮モデルの予報時間を 51時間に延長
する実験を行った結果、一定の精度が確認されたこと
から、上述の台風ボーガスの改善と共に高潮モデル予
報時間延長の現業数値予報システムへの適用を今後進
める予定である。

参考文献
Fujita, T., 1952: Pressure distribution within ty-
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for the WMO Storm Surge Watch Scheme (SSWS).

RSMC Tokyo-Typhoon Center Technical Review,
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図 2.3.70 予報期間毎の空振り率（左列）、捕捉率（右列）。
上段は 13～24 時間予報、中段は 25～39 時間予報、下段
は 40～51時間予報のスコアである。横軸は潮位偏差。図
中、紫線はMSMを用いた高潮予測、橙線は台風ボーガス
を用いた高潮予測のスコアである。
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2.3.11 海況監視予測システム
第 2.2.13項で述べたように、2020年度には日本沿岸
海況監視予測システム（MOVE/MRI.COM-JPN、以
下 JPNシステムと記す）の現業化を行った。同システ
ムの仕様詳細は第 2.2.13項にゆずるが、現業化にあたっ
ては、気象研究所にて開発されたMRI.COM(Tsujino

et al. 2017; Sakamoto et al. 2019)および海洋データ同
化システムMOVE/MRI.COM(Hirose et al. 2019)を
ベースとして、以下のような変更を行った。

• 大気外力としてGSMや全球 EPS等の大気予測値
を使って現業運用ができるよう改修した。

• 海洋データ同化に用いる船舶などの現場水温・塩
分観測データは約 1か月遅れで入電するものもあ
ることを考慮し、これら観測データを最大限活用
するために約 50日さかのぼってデータ同化を行
う遅延解析と、予報モデルの初期値を作成するた
めの速報解析の二系統を用意した。

• 気象庁スーパーコンピュータシステム (NAPS10)

向けの高速化を行った。
• 入出力格子点データを数値予報ルーチンの標準フ
ォーマットである NuSDaSに対応させた。
なお、これまで数値予報ルーチン上の海況監視予測
システムとしては、旧システムである北西太平洋海洋
データ同化システム MOVE/MRI.COM-WNP(石崎ほ
か 2009)と、JPNシステムのプロトタイプである瀬戸内
海監視予測システムMOVE/MRI.COM-Seto(平原ほか
2017)が運用されてきた。JPNシステムが現業化された
ことを受け、MOVE-Setoはその役目を終えたことから
2020年 11月に運用を終了した。MOVE/MRI.COM-

WNPについては、データ提供の継続性の観点から一
年程度の並行運用を行った後、運用を終了する予定で
ある。
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2.3.12 化学輸送モデル
2.3.12.1 黄砂解析予測システム
気象研究所では、本システムで利用している全球エー
ロゾルモデルやデータ同化に関する研究・開発を進め
ている。これらの研究・開発成果については、黄砂予
測の精度改善が確認された後、本システムへの反映を
検討する。また、本システムのデータ同化で利用して
いる静止気象衛星ひまわりの光学的厚さ（AOT）解析
プロダクトについて、そのリトリーバルアルゴリズム
の改良を進める大気海洋部業務課気象技術開発室に協
力している。

2.3.12.2 紫外線予測システム
全球化学輸送モデルの改良
気象研究所では、本システムで利用している全球化
学輸送モデルやデータ同化に関する研究・開発を進め
ている。特に、下部成層圏付近のモデルバイアス軽減
に向けて、全球化学輸送モデルの鉛直層数の増強など
に取り組んでいる。これらの研究・開発成果について
は、紫外線予測の精度改善が確認された後、本システ
ムへの反映を検討する。
オゾン再解析データの作成
気象庁第 3次長期再解析（JRA-3Q）のために、気
象研究所の技術協力を得て、衛星観測によるオゾン全
量データを同化した高精度なオゾン再解析の計算を実
施している。2020年度は、2020年 1～12月までのオ
ゾン再解析データを作成し、1944～1957年について作
成を開始した。また、JRA-3Qが 2021年度に準リアル
タイムでの運用を開始する予定であることから、これ
にあわせてオゾン再解析も同様に運用できるよう作業
を行っている。

2.3.12.3 大気汚染気象予測システム
東日本や西日本を対象とした水平解像度 5 kmの高解
像度版領域化学輸送モデルへの地上オゾン観測データ
同化手法 (池上ほか 2017)の導入及び高頻度化（1日 1

回→ 3回）の開発を進めている。地上オゾン濃度が一
般に高くなる時間帯と大気汚染気象予報現業での利用
がともに日中であることから、より直近の観測データ
を同化した結果を現業利用できるように、3回のモデ
ルの実行は早朝から昼頃に集中させる予定である。こ
れらの開発については、予測の精度改善を確認した後、
本システムへの反映を検討する。

2.3.12.4 二酸化炭素解析システム
現在、本システムで用いられている二酸化炭素輸送モ
デルは、全球数値予報モデル（GSM）をベースに開発
したオンラインモデル（GSAM-TM）23 であり、2015

年度に約 180 kmの水平分解能で運用を開始し、2020

23 Nakamura et al. (14-18 Dec. 2015)参照。モデル自身で
二酸化炭素を輸送する気象場を計算することで大気中の二酸
化炭素の移動の様子を精緻に計算することが可能となり、二
酸化炭素濃度解析の計算精度が大きく改善した。

図 2.3.71 大気 CO2 解析に使用する観測点の分布。南米や
アフリカなど観測地点がほとんどない地域が存在する。気
象庁 HPから引用。

図 2.3.72 温室効果ガス観測衛星 GOSATによる 2020年 5
月の観測。世界温室効果ガスデータセンター（WDCGG）
のサイトから引用。

年 2月にはより細かい情報を提供するために水平分解
能の高解像度化を行った（約 180km→ 約 110km）。一
方、大きな課題として、二酸化炭素解析の入力データ
に用いている観測地点の偏在（図 2.3.71）があり、世
界全体の均質的な解析に大きな支障となっている。そ
の対応として、広範囲を一様な品質で観測する衛星観
測（図 2.3.72）の利用が考えられることから、気象研
究所では衛星観測データの同化利用のための開発が進
められてきた。その結果、温室効果ガス観測技術衛星
GOSATのデータ同化利用について一定の成果が得ら
れたことから、2021年度中の導入を目指して本システ
ムの開発を進めている。2020年度は、逆解析24 への衛
星データ導入に向けたプログラムの改修を中心に作業
を行い、実験環境の整備に取り組んだ。
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2.3.13 WGNE熱帯低気圧検証
2.3.13.1 はじめに
気象庁は数値実験作業部会 (WGNE) 25の枠組みの
中で、現業数値予報センターの全球モデルによる熱帯
低気圧予測の国際相互比較検証を 1991年から実施し
ており、毎年開催されるWGNE会合にて当庁から熱
帯低気圧予測の相互比較検証を報告している。本項で
は、WGNE第 35回会合26 で発表した 2018年および
2019年に対する熱帯低気圧予測の検証結果の概略につ
いて述べる。

2.3.13.2 熱帯低気圧検証に用いた数値予報センター
の予測データと検証手法

2018年および 2019年の熱帯低気圧予測の国際比較
に参加した数値予報センターはオーストラリア気象
局 (BoM)、中国気象局 (CMA)、カナダ気象センター
(CMC)、ドイツ気象局 (DWD)、欧州中期予報セン
ター (ECMWF)、フランス気象局 (FRN)、韓国気象
庁 (KMA)、米国環境予測センター (NCEP)、米国海軍
研究所 (NRL)、英国気象局 (UKMO)に気象庁 (JMA)

を加えた 11センターである。表 2.3.13に WGNE熱
帯低気圧予測の国際相互比較検証に参加した数値予報
センターとその予測データの仕様を示す27。
WGNE熱帯低気圧予測の検証には梅津・森安 (2013)

に述べられた手法を採用している。主な手法は以下の
とおりである。

• 北西太平洋、北東太平洋、北大西洋、北インド洋、
南インド洋、オーストラリアの 6 領域別に検証
する。

• モデル予測値における熱帯低気圧の中心は、海面
更正気圧の極小値を追跡することから求める。

• 地区特別気象センター (RSMC)が作成したベスト
トラックデータを参照値として、進路予測誤差、
強度予測誤差を算出する。

25 数値予報モデルと気候モデルを用いた数値実験に関わる研
究開発を推進するため、世界気候研究計画 (WCRP)合同科学
委員会 (JSC)と世界気象機関 (WMO)研究評議会 (Research
Board)の合同部会として設置されている専門部会

26 http://wgne.meteoinfo.ru/meetings/

wgne35-meeting-presentations/
27 数値予報モデルの解像度で記された T, TL, TCo

は三角形波数切断を意味し、直後の数字は切断波
数を表す。T の場合は二次格子、TL の場合は線
形格子、TCo は ECMWF で採用された三次八面
体 格 子 (https://www.ecmwf.int/en/elibrary/
19747-part-iii-dynamics-and-numerical-procedures)
を意味する。C は NCEP で採用された立方体格子
(https://www.gfdl.noaa.gov/fv3/fv3-grids/) を意味
し、直後の数字は立方体の各面における X方向、Y方向の
格子数を表す。FRN の C2.2 は可変格子で最も高解像度と
なる欧州付近の解像度を 2.2 倍とする係数 (Courtier and
Geleyn 1988) を意味する。また、L は鉛直層を意味し、直
後の数字は層数を表す。

2.3.13.3 熱帯低気圧検証の結果
WGNE 熱帯低気圧検証結果から、北西太平洋域を
対象とした検証結果の一部を示す。北西太平洋域には
2018年、2019年の両年とも 29個の熱帯低気圧が存在
していた。
まず、図 2.3.73に進路予測誤差を示す。どちらの年
も、ECMWFやUKMOの誤差が最も小さかった。ま
た、2019年には DWDも ECMWFや UKMOと同程
度の誤差となっていた。JMAは NCEPや KMAと共
に 3–5 番目の集団の中に入っていた。図 2.3.74 は 72

時間進路予測誤差の経年変化図である。各センターと
も年々変動は大きいが、長期的には誤差減少の傾向で
ある。NCEPを除くすべての数値予報センターで 2019

年の進路予測誤差が、2018年よりも大きく、2019年は
北西太平洋の熱帯低気圧の進路予測がやや難しかった
と考えられる。ここ数年に注目すると、ECMWF等の
先進的な数値予報センターの進路予測精度の向上が鈍
化し、72時間予測の進路予測誤差が 200 km程度に停
滞している傾向が見られた。
次に、強度予測について述べる。初期値における中
心気圧の散布図（図 2.3.75）から、当庁を含めた多くの
数値予報センターで中心が深い熱帯低気圧ほど初期値
でベストトラックよりも浅くなる傾向が見られた。72

時間予測（図 2.3.76）でも同様に、浅く予測する事例が
多いが、予測時間が進むにつれて、ベストトラックよ
りも深く予測する（過発達）事例も存在した。NCEP

では 2018年では過発達傾向が頻繁に見られていたが、
2019年になって過発達の頻度が減少し、これまでの傾
向から変化が見られた。これは、2019年 6月の新しい
力学フレーム導入時の物理過程の改良によるものであ
る (Chen et al. 2019)。

2.3.13.4 まとめ
2018年と 2019年に対するWGNE熱帯低気圧予測
の相互比較検証結果を報告した。進路予測の単年の数
値予報センター間比較では、ECMWFとUKMOの進
路予測精度がよく、当庁は第 2集団の中に入っていた。
進路予測の経年変化では、年々変動も大きいものの、
どの数値予報センターも少しずつ誤差が減少していた。
一方で、ECMWF等の先進的な数値予報センターの進
路予測精度の向上が鈍化し始めていた。
強度予測では、多くの数値予報センターで中心気圧
予測が浅い傾向が見られる一方、予測時間が進むと過
発達する事例も見られた。過発達の傾向が強い NCEP

では、2019年においてはその頻度が減少していた。
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表 2.3.13 WGNE熱帯低気圧予測の国際相互比較検証に参加した数値予報センターと予測データの仕様。

数値予報センター
検証参加
開始年

検証に利用した
データの水平解像度

（経度 x緯度 （単位 °））

数値予報モデルの解像度
(km で示した水平格子間隔は
おおよその距離を示す)

BoM 2003 0.3516 x 0.2344 25 km L70

CMA 2004 0.2813 x 0.2813 TL639L60 (30 km)

CMC 1994 1.0 x 1.0
25 km L80 2019 年 7 月 2 日以前

15 km L84 2019 年 7 月 3 日以降

DWD 2000 0.25 x 0.25 13 km L90

ECMWF 1991 0.125 x 0.125 TCo1279L137 (9 km)

FRN 2004
0.25 x 0.25 2019 年 7 月 4 日以前

0.1 x 0.1 2019 年 7 月 5 日以降

TL1198C2.2L105 (7.5 km–37 km)

2019 年 7 月 4 日以前

TL1798C2.2L105 (5 km–24 km)

2019 年 7 月 5 日以降

JMA 1991 0.25 x 0.25 TL959L100 (20 km)

KMA 2010
0.2344 x 0.1563 2018 年 6 月 5 日以前

0.1406 x 0.094 2018 年 6 月 6 日以降

17 km L70 2018 年 6 月 5 日以前

10 km L70 2018 年 6 月 6 日以降

NCEP 2003 0.5 x 0.5
T1534L64 (13 km) 2019 年 6 月 11 日以前

C768L64 (13 km) 2019 年 6 月 12 日以降

NRL 2006 0.5 x 0.5 T425L60 (31 km)

UKMO 1991 0.1406 x 0.094 10 km L70

図 2.3.73 北西太平洋域における熱帯低気圧の予測時間別進路予測誤差。左が 2018年、右が 2019年を示す。

図 2.3.74 北西太平洋域における熱帯低気圧の 72時間進路予測誤差の経年変化。
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図 2.3.75 北西太平洋域における初期値での熱帯低気圧中心気圧の散布図。左が 2018年、右が 2019年を示す。横軸にベスト
トラック、縦軸に初期値での中心気圧 [hPa]をとり、対角線より下にプロットされている場合は、初期値がベストトラックよ
り過大であった事例、対角線より上にプロットされている場合は、過小であった事例を示す。

図 2.3.76 北西太平洋域における 72時間予測での熱帯低気圧中心気圧の散布図。左が 2018年、右が 2019年を示す。横軸にベ
ストトラック、縦軸に 72時間予測での中心気圧 [hPa]をとり、対角線より下にプロットされている場合は、予測値がベスト
トラックより過大であった事例、対角線より上にプロットされている場合は、過小であった事例を示す。
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